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介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０５１０７ 社会福祉法人平成会 愛媛県松山市溝辺町乙
５３９番地１

特定施設入所者
生活介護 ケアハウスサヤ 愛媛県松山市南斎院町

１１５８番地 平成１７年８月１日

３８７０１０５１２３ 社会福祉法人平成会 愛媛県松山市溝辺町乙
５３９番地１

短期入所生活介
護 ショートステイさや 愛媛県松山市南斎院町

１１５８番地 平成１７年８月１日

３８７０１０５１４９ 社会福祉法人平成会 愛媛県松山市溝辺町乙
５３９番地１ 訪問介護 ヘルパーステーション

さや
愛媛県松山市南斎院町
１１５８番地 平成１７年８月１日

３８７０１０５１５６ 社会福祉法人平成会 愛媛県松山市溝辺町乙
５３９番地１ 通所介護 デイサービスセンター

さや
愛媛県松山市南斎院町
１１５８番地 平成１７年８月１日

３８１０３１０５０２ 宇和島市 愛媛県宇和島市曙町１
番地

介護療養型医療
施設 宇和島市立吉田病院 愛媛県宇和島市吉田町

北小路甲２１７番地 平成１７年８月１日

３８５０３８００１９ 宇和島市 愛媛県宇和島市曙町１
番地

通所リハビリテ
ーション

宇和島市介護老人保健
施設オレンジ荘

愛媛県宇和島市吉田町
北小路１８４番地３ 平成１７年８月１日

３８５０３８００１９ 宇和島市 愛媛県宇和島市曙町１
番地

短期入所療養介
護

宇和島市介護老人保健
施設オレンジ荘

愛媛県宇和島市吉田町
北小路１８４番地３ 平成１７年８月１日

３８５０３８００２７ 宇和島市 愛媛県宇和島市曙町１
番地

通所リハビリテ
ーション

宇和島市介護老人保健
施設ふれあい荘

愛媛県宇和島市津島町
岩松甲３９番１ 平成１７年８月１日

３８５０３８００２７ 宇和島市 愛媛県宇和島市曙町１
番地

短期入所療養介
護

宇和島市介護老人保健
施設ふれあい荘

愛媛県宇和島市津島町
岩松甲３９番１ 平成１７年８月１日

３８７０３００８１５ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

訪問介護
宇和島市社会福祉協議
会宇和島介護保険事業
所

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター

平成１７年８月１日

３８７０３００８１５ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

訪問入浴介護
宇和島市社会福祉協議
会宇和島介護保険事業
所

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター

平成１７年８月１日

３８７０３００８１５ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

通所介護
宇和島市社会福祉協議
会宇和島介護保険事業
所

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター

平成１７年８月１日

毎週（火・金）曜日発行 第１６９８号 平成１７年９月３０日

平成１７年９月３０日金曜日 第１６９８号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１７８２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８７０３００８２３ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

訪問介護 宇和島市社会福祉協議
会吉田介護保険事業所

愛媛県宇和島市吉田町
東小路甲５８番地５吉田
町総合社会福祉センタ
ー

平成１７年８月１日

３８７０３００８２３ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

訪問入浴介護 宇和島市社会福祉協議
会吉田介護保険事業所

愛媛県宇和島市吉田町
東小路甲５８番地５吉田
町総合社会福祉センタ
ー

平成１７年８月１日

３８７０３００８３１ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

訪問介護 宇和島市社会福祉協議
会三間介護保険事業所

愛媛県宇和島市三間町
迫目１２６番地三間町保
健福祉センター

平成１７年８月１日

３８７０３００８３１ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

通所介護 宇和島市社会福祉協議
会三間介護保険事業所

愛媛県宇和島市三間町
迫目１２６番地三間町保
健福祉センター

平成１７年８月１日

３８７０３００８４９ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

訪問介護 宇和島市社会福祉協議
会津島介護保険事業所

愛媛県宇和島市津島町
岩松甲４７１番地宇和島
市津島支所庁舎

平成１７年８月１日

３８７０３００８４９ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

訪問入浴介護 宇和島市社会福祉協議
会津島介護保険事業所

愛媛県宇和島市津島町
岩松甲４７１番地宇和島
市津島支所庁舎

平成１７年８月１日

３８７０５０１４９５ 有限会社将歩 愛媛県新居浜市船木甲
３７５３番地の２８ 訪問介護 ヘルパーステーション

夢求
愛媛県新居浜市船木甲
３７５３番地の２８ 平成１７年８月１日

３８７０５０１５０３ 有限会社ほほえみ 愛媛県新居浜市中村一
丁目１０番２９号 通所介護 ディサービスほがらか 愛媛県新居浜市船木字

上長野甲５８１－２ 平成１７年８月１日

３８７０１０５１６４ 株式会社ツクイ
神奈川県横浜市港南区
上大岡西一丁目６番１
号ゆめおおおかオフィ
スタワー１６階

通所介護 ツクイ松山土居田 愛媛県松山市土居田町
１１７－３ 平成１７年８月２日

３８７０２０１２０３ 介護機器のイトウ株式
会社

愛媛県今治市蒼社町２
－２－３ 通所介護 蒼社町のデイサービス 愛媛県今治市蒼社町２

－２－６７ 平成１７年８月２日

３８１０１１０２１７ 医療法人社団戸梶内科
医院

愛媛県松山市味酒町１
－４－１２

訪問リハビリテ
ーション 戸梶内科医院 愛媛県松山市味酒町一

丁目４番地１２ 平成１７年８月１５日

３８７０５０１５１１ 株式会社えひめメディ
コープ

愛媛県松山市中村三丁
目１番１号

認知症対応型共
同生活介護 グループホームとらや 愛媛県新居浜市若水町

二丁目７番４号 平成１７年８月１７日

３８７０１０５１８０ 株式会社メディックス
愛媛県伊予郡砥部町重
光１５０番地１株式会社
明朗社ビル内

認知症対応型共
同生活介護

グループホームパート
ナーハウスすずらん

愛媛県松山市高井町１２
９６番地１ 平成１７年８月２１日

３８７０５０１５２９ 株式会社えひめメディ
コープ

愛媛県松山市中村三丁
目１番１号 通所介護 デイサービス花みずき 愛媛県新居浜市若水町

二丁目７番４号 平成１７年８月２２日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０５１３１ 社会福祉法人平成会 愛媛県松山市溝辺町乙
５３９番地１ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所さ

や
愛媛県松山市南斎院町
１１５８番地 平成１７年８月１日

３８７０３００８０７ 介護センターアットホ
ーム合資会社

愛媛県宇和島市川内甲
１０９９－６ 居宅介護支援

介護センターアットホ
ーム指定居宅介護支援
事業所

愛媛県宇和島市川内甲
１０９９－６ 平成１７年８月１日

３８７０３００８１５ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

居宅介護支援
宇和島市社会福祉協議
会宇和島介護保険事業
所

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター

平成１７年８月１日

３８７０３００８２３ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

居宅介護支援 宇和島市社会福祉協議
会吉田介護保険事業所

愛媛県宇和島市吉田町
東小路甲５８番地５吉田
町総合社会福祉センタ
ー

平成１７年８月１日

３８７０３００８３１ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

居宅介護支援 宇和島市社会福祉協議
会三間介護保険事業所

愛媛県宇和島市三間町
迫目１２６番地三間町保
健福祉センター

平成１７年８月１日

３８７０３００８４９ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号宇和島
市総合福祉センター３
階

居宅介護支援 宇和島市社会福祉協議
会津島介護保険事業所

愛媛県宇和島市津島町
岩松甲４７１番地宇和島
市津島支所庁舎

平成１７年８月１日

３８７０５０１５３７ 有限会社ほほえみ 愛媛県新居浜市船木字
上長野甲５８１－２ 居宅介護支援 居宅ほほえみ 愛媛県新居浜市船木字

上長野甲５８１－２ 平成１７年８月１日

愛 媛 県 報平成１７年９月３０日 第１６９８号

９６６
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�愛媛県告示第１７８３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４８条第１項第１号の規定により、次のとおり指定介護老人福祉施設を指定した。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７８４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７８５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定介護老人福祉
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０５１１５ 社会福祉法人平成会 愛媛県松山市溝辺町乙
５３９番地１

介護老人福祉施
設

特別養護老人ホームさ
や

愛媛県松山市南斎院町
１１５８番地 平成１７年８月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７０５０１０９９ 有限会社ほほえみ 愛媛県新居浜市船木字
上長野甲５８１－２ 訪問介護 有限会社訪問介護サ

ービスほほえみ
愛媛県新居浜市中
村一丁目１０番２９号

愛媛県新居浜市船
木字上長野甲５８１
－２

平成１７年
８月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８５７７８００９６ 吉田町 愛媛県北宇和郡吉田町
北小路１８４－３

通所リハビリテ
ーション

老人保健施設オレンジ
荘

愛媛県北宇和郡吉田町
北小路１８４－３ 平成１７年７月３１日

３８５７７８００９６ 吉田町 愛媛県北宇和郡吉田町
北小路１８４－３

短期入所療養介
護

老人保健施設オレンジ
荘

愛媛県北宇和郡吉田町
北小路１８４－３ 平成１７年７月３１日

３８５７７８０３３６ 津島町 愛媛県北宇和郡津島町
岩松４７１

通所リハビリテ
ーション

老人保健施設ふれあい
荘

愛媛県北宇和郡津島町
岩松３９－１ 平成１７年７月３１日

３８５７７８０３３６ 津島町 愛媛県北宇和郡津島町
岩松４７１

短期入所療養介
護

老人保健施設ふれあい
荘

愛媛県北宇和郡津島町
岩松３９－１ 平成１７年７月３１日

３８７０３００１２０ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
１－６－１６ 訪問入浴介護

宇和島市社会福祉協議
会指定訪問入浴介護事
業所

愛媛県宇和島市住吉町
１－６－１６ 平成１７年７月３１日

３８７０３００１３８ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
１－６－１６ 訪問介護 宇和島市社会福祉協議

会指定訪問介護事業所
愛媛県宇和島市住吉町
１－６－１６ 平成１７年７月３１日

３８７０３００２８６ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
１－６－１６ 通所介護 宇和島市社会福祉協議

会指定通所介護事業所
愛媛県宇和島市住吉町
１－６－１６ 平成１７年７月３１日

３８７０５０１０８１ 有限会社日野電子 愛媛県松山市南高井町
１９８４番地２ 訪問介護 ヘルパーステーション

ほほえみ
愛媛県新居浜市船木甲
２４４６番地１ 平成１７年７月３１日

３８７３９００１１６ 社会福祉法人吉田町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡吉田町
東小路甲５８－５ 訪問入浴介護

吉田町社会福祉協議会
指定訪問入浴介護事業
所

愛媛県北宇和郡吉田町
東小路５８－５ 平成１７年７月３１日

３８７３９００１３２ 社会福祉法人津島町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡津島町
岩松４７１ 訪問介護 津島町社会福祉協議会

指定訪問介護事業所
愛媛県北宇和郡津島町
岩松４７１ 平成１７年７月３１日

３８７３９００１４０ 社会福祉法人津島町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡津島町
岩松４７１ 訪問入浴介護

津島町社会福祉協議会
指定訪問入浴介護事業
所

愛媛県北宇和郡津島町
岩松４７１ 平成１７年７月３１日

３８７３９００１５７ 社会福祉法人吉田町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡吉田町
東小路５８－５ 訪問介護 吉田町社会福祉協議会

指定訪問介護事業所
愛媛県北宇和郡吉田町
東小路５８－５ 平成１７年７月３１日

３８７３９００１７３ 社会福祉法人三間町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡三間町
迫目１２６ 訪問介護 三間町社会福祉協議会

指定訪問介護事業所
愛媛県北宇和郡三間町
迫目１２６ 平成１７年７月３１日

愛 媛 県 報平成１７年９月３０日 第１６９８号
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�愛媛県告示第１７８６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業所の名称を変更した旨の届出があった。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７８７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７８８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７８９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８７３９００２２３ 社会福祉法人三間町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡三間町
迫目１２６ 通所介護 三間町社会福祉協議会

指定通所介護事業所
愛媛県北宇和郡三間町
迫目１２６ 平成１７年７月３１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７３４０００６７ 指定居宅介護支援事業
所しろもと

愛媛県上浮穴郡久万高
原町久万１８１－２

居宅介護
支援

有限会社介護支援
サービスしろもと

指定居宅介護支援
事業所しろもと

愛媛県上浮穴郡久万
高原町久万１８１－２

平成１７年
８月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７０１０４７９５ 医療法人フェニックス 愛媛県松山市北条辻６０
９番地１

居宅介護
支援

フェニックスケアプ
ラン

愛媛県松山市北条
辻６０９番地１

愛媛県松山市八反
地甲１６９７番地１

平成１７年
８月１０日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０３０００６２ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
１－６－１６ 居宅介護支援

宇和島市社会福祉協議
会指定居宅介護支援事
業所

愛媛県宇和島市住吉町
１－６－１６ 平成１７年７月３１日

３８７０５０１０９９ 有限会社ほほえみ 愛媛県新居浜市船木字
上長野甲５８１－２ 居宅介護支援 有限会社訪問介護サー

ビスほほえみ
愛媛県新居浜市中村一
丁目１０番２９号 平成１７年７月３１日

３８７３９０００２５ 社会福祉法人三間町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡三間町
迫目１２６ 居宅介護支援 社会福祉法人三間町社

会福祉協議会
愛媛県北宇和郡三間町
迫目１２６ 平成１７年７月３１日

３８７３９０００９０ 社会福祉法人津島町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡津島町
岩松４７１ 居宅介護支援

津島町社会福祉協議会
指定居宅介護支援事業
所

愛媛県北宇和郡津島町
岩松４７１ 平成１７年７月３１日

３８７３９００４３９ 社会福祉法人吉田町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡吉田町
東小路甲５８番地５ 居宅介護支援

吉田町社会福祉協議会
指定居宅介護支援事業
所

愛媛県北宇和郡吉田町
東小路甲５８番地５ 平成１７年７月３１日

介 護 保 険
事業者番号

指 定 介 護 療 養 型
医療施設の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１３６２８１６５ 医療法人米川医院 愛媛県大洲市長浜甲３９
５－１

介護療養型医療
施設 米川医院 愛媛県大洲市長浜甲３９

５－１ 平成１７年４月１日

愛 媛 県 報平成１７年９月３０日 第１６９８号
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�愛媛県告示第１７９０号
松山市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・庄地区）の施行は、適当と認

められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条

の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定により

、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・庄地区）計画書の写し

� 松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１７年１０月３日から１０月３１日まで

３ 縦覧場所

松山市役所

�������
�愛媛県告示第１７９１号
愛媛県普通河川管理条例（昭和３２年愛媛県条例第２９号）第

３条の規定による普通河川のうち、次の普通河川を廃止する

。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８１３９２８０４５ 吉田町 愛媛県北宇和郡吉田町
北小路２１７

介護療養型医療
施設 町立吉田総合病院 愛媛県北宇和郡吉田町

北小路甲２１７ 平成１７年７月３１日

河 川 名 区 域

支流
土谷川

右岸 東温市河之内字仙道林乙８３０番３地先から
同市河之内字鍵山乙５２８番８地先まで

左岸 東温市河之内字ハマル谷甲１０５０番１地先か
ら同市河之内字イダラ乙５５６番地先まで

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川丹原線
西条市丹原町今井３５１番４から

同町今井１０８番２地先まで

旧 １１．３～１７．０ ０．１０３

新 １４．５～１７．０ ０．１０３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中島環状線
松山市神浦３６８９番１地先から

同市神浦３６８９番２地先まで

旧 ７．２～８．０ ０．０７０

新 ７．８～８．５ ０．０７０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中島環状線
松山市長師１４１１番２から

同市長師１４６６番５７地先まで

旧 ７．８～１１．５ ０．１１０

新 ７．８～１９．４ ０．１０８

愛 媛 県 報平成１７年９月３０日 第１６９８号
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�愛媛県告示第１７９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳谷美川線
上浮穴郡久万高原町西谷字茗荷１４７０番から

同字２６９番まで

旧 ３．８～２２．５ ０．３２５

新 ３．８～２２．５
１０．６～６８．２

０．３２５
０．２８６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久米垣生線
松山市越智町２６０番４から

同市古川西２丁目１００６番まで

旧 ６．４～４５．０ １．８９１

新 ６．４～４５．０
８．０～９０．０

１．８９１
３．６１４

〃 松山伊予線
松山市古川南１丁目６２０番１地先から

同市古川南３丁目１２１９番５地先まで

旧 ７．０～１９．５ ０．３９３

新 １５．０～４８．０ ０．３９３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３８０号
上浮穴郡久万高原町露峰甲１８５５番３から

同町露峰乙３１３番１４地先まで

旧 １２．４～６９．４
７．０～５７．５
１．５～ ９．０

０．１８５
０．２４６
０．０７９

新 １２．４～２３３．０ ０．１８７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
上浮穴郡久万高原町露峰甲１８５５番３から

同町露峰乙３１３番１４地先まで
平成１７年９月３０日
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�愛媛県告示第１７９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８００号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８０２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜中村線
大洲市柴甲４６０番３から

同市柴甲４７５番２地先まで
平成１７年９月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 瀬田八多喜停車場線
大洲市八多喜町１１８２番１地先から

同町１１８２番１まで

旧 ４．６～２４．３ ０．２７３

新 ７．５～７３．８ ０．２７３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４１号
西予市野村町野村１１号７６番３から

同町野村１１号２２番２まで

旧 １２．０～１３．１ ０．１０１

新 １２．０～２８．１ ０．１０１

〃 〃
西予市野村町野村１２号７４６番２から

同町野村１２号６９３番２まで

旧 １３．１～１４．０ ０．０９２

新 １３．１～２１．２ ０．０９２

〃 〃
西予市野村町野村１２号７８７番２から

同町野村１２号６４３番２まで

旧 １３．２～１９．９ ０．０８５

新 １３．２～１９．９ ０．０８５

〃 〃
西予市野村町野村１４号３２５番地先から

同町野村１４号４６番地先まで

旧 １２．１～２４．２ ０．０８２

新 １２．１～３１．８ ０．０８２

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７西建管第７２８号

平成１７年９月７日
西条市大町字御船川５３１番１及び５３５番

西条市大町１７６２番地
有限会社マック企画
代表取締役 伊 藤 慎太郎
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公 告

１７松局建（開）第３６号

平成１７年９月１４日
東温市南野田字若宮２３４番１

東温市野田二丁目１番地５
瞿 雲 昌 弘
瞿 雲 恵 美

�公 告

愛媛県人事行政の運営等の状況を次のとおり公表します。
平成１７年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 人事行政の運営の状況

� 任免及び職員数に関する状況

ア 職員の採用の状況

平成１６年度の新規採用者数は、市町村立小・中学校教員を含め、愛媛県全体で４８０人です。任命権者別の職種別・性別内訳

は、以下のとおりです。

� 知事

区分 行政事務 土木 農業土木 農業 林業 畜産 水産 電気・電子 化学

男性 １７ ９ １ １ １ ２ １ １ １

女性 １２ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３

合計 ２９ １０ １ １ １ ２ １ １ ４

（単位：人）

区分 機械 薬剤師 心理判定員 栄養士 獣医師 言語聴覚士 保健師 合計

男性 １ ２ ０ ０ １ ０ ０ ３８

女性 ０ ２ ２ ２ ３ １ １ ２７

合計 １ ４ ２ ２ ４ １ １ ６５

� 公営企業管理者 （単位：人）

区分 医師 臨床工学技士 理学療法士 薬剤師 看護師 合計

男性 ２５ ３ １ １ １ ３１

女性 ５ ０ １ ０ ４７ ５３

合計 ３０ ３ ２ １ ４８ ８４

� 教育委員会 （単位：人）

区分 小中学校教諭 高等学校等教諭 養護教諭 寄宿舎指導員 学校事務 学校栄養職員 学芸員 合計

男性 ４８ ４８ ０ ４ ７ ０ ０ １０７

女性 ５９ ３３ １０ ０ ７ ５ １ １１５

合計 １０７ ８１ １０ ４ １４ ５ １ ２２２

� 警察本部長 （単位：人）

区分 警察官 警察官（語学） 警察官（情報処理） 警察事務 鑑識（法医） 少年補導職員 海技士 学校給食員 合計

男性 ８４ ０ ２ ３ １ ０ １ １ ９２

女性 １１ １ ０ ３ ０ ２ ０ ０ １７

合計 ９５ １ ２ ６ １ ２ １ １ １０９
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イ 職員の退職の状況

職員の定年等に関する条例により、一部の職員を除いて定年年齢は６０歳とし、定年に達した日以後における最初の３月３１日

に退職することとしています。平成１６年度における退職者数は、定年による退職と定年前の自己都合や死亡等による退職を合

わせて６３４人です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：人）

区 分 知事 公営企業管理者 教育委員会 警察本部長 合計

定 年 退 職 ６４ １７ １９３ ６１ ３３５

定年前退職 ５０ １１１ １０６ ３２ ２９９

合 計 １１４ １２８ ２９９ ９３ ６３４

ウ 職員の再任用の状況

地方公務員法により、任命権者は、定年退職者等を、従前の勤務実績等に基づく選考により、常時勤務又は短時間勤務の職

に採用することができることとされています。任期は１年ですが、平成１６年度又は平成１７年度に再任用された職員については

、１回に限り任期を更新することができます。平成１６年度における新規再任用者数は２４人で、いずれも短時間勤務の職です。

また、離職者数は３人です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：人）

区 分 知事 公営企業管理者 教育委員会 合計

新規再任用者数 ８ ３ １３ ２４

離 職 者 数 １ １ １ ３

エ 職員数の状況

平成１６年及び平成１７年の各年の４月１日現在の部門別職員数の状況と平成１７年の職員数の主な増減理由、年齢別職員構成の

状況並びに定員適正化計画の数値目標及び進状況は、以下のとおりです。

�ア 部門別職員数の状況と平成１７年の職員数の主な増減理由

（各年４月１日現在）

職 員 数 対前年

増減数
主 な 増 減 理 由

平成１６年 平成１７年

一般

行政

部門

議 会 ３６ ３５ △１ 事務処理体制の効率化による減

総務企画 ６７２ ６６７ △５ 市町村合併推進業務の減

税 務 １９１ ２０８ １７ 地方税滞納整理機構設立準備業務の増

民 生 ３５３ ３５１ △２ 市町村合併に伴う生活保護業務の減

衛 生 ６０２ ５７３ △２９ 地方局保健所再編による減

労 働 ９０ ８９ △１ 職業訓練指導業務の減

農林水産 １，２６７ １，２５３ △１４ 地方局農政課と農業改良普及センターの統合による減

商 工 ２２２ ２０４ △１８ 南予地域観光振興イベント業務の終了

土 木 １，０６１ １，０４０ △２１ 地方局建設部・土木事務所再編による減

小 計
４，４９４

［８］

４，４２０

［１０］

△７４

［２］

特別

行政

部門

教 育 １３，８８３ １３，６８１ △２０２ 児童生徒数の減少による教職員の減

警 察 ２，７４０ ２，７５３ １３ 警察官の増員

小 計
１６，６２３

［１３］

１６，４３４

［２０］

△１８９

［７］
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公営

企業

部門

小 計
２，１４９

［３］

２，１０８

［３］

△４１

［０］
肱川発電所の無人化及び看護師配置体制見直しによる減

合計

（条例定数）

２３，２６６

［２４］

（２３，８０７）

２２，９６２

［３３］

（２３，７０１）

△３０４

［９］

（△１０６）

注１ 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者及び派遣職員を含み、臨時又は非常勤の職員は含まれていま
せん。
２ ［ ］内は、再任用短時間勤務職員の数であり、外書きです。
３ この表は、従事する職務の部門ごとの職員の集計であり、「� 給与の状況」において適用給料表ごとに集計した職員数とは一致しません
。
４ 一般行政部門には、知事の事務部局（愛媛県立医療技術大学及び愛媛県立医療技術短期大学を除く。）のほか、人事委員会、議会、監査委
員及び労働委員会の事務部局が含まれています。

�イ 年齢別職員構成の状況（平成１７年４月１日現在）

区分
２０歳
未満

２０歳
～２３歳

２４歳
～２７歳

２８歳
～３１歳

３２歳
～３５歳

３６歳
～３９歳

４０歳
～４３歳

４４歳
～４７歳

４８歳
～５１歳

５２歳
～５５歳

５６歳
～５９歳

６０歳
以上

計

職員数（人） ３０ ４７８ １，５９８ ２，０９３ ２，６６８ ３，０１９ ３，２０７ ３，２０２ ２，６８６ ２，１７４ １，７５６ ５１ ２２，９６２

構成比 ０．１％ ２．１％ ７．０％ ９．１％ １１．６％ １３．１％ １４．０％ １３．９％ １１．７％ ９．５％ ７．６％ ０．２％ １００．０％

ちょく

�ウ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

ａ 定員適正化目標（数・率）

計 画 期 間
数 値 目 標

始 期 終 期

平成１７年４月１日 平成２１年４月１日 ５年間で一般行政部門の職員数を１０．０％（４５０人）削減する計画

ｂ 定員適正化手法の概要

スクラップ・アンド・ビルドの徹底、事務事業や組織・機構の整理合理化、アウトソーシングの推進、ＩＴ技術の積極的な

活用、中長期的視点に立った計画的な職員採用などにより定員の縮減及び増員の抑制に努めました。
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ちょく

ｃ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

区分
平成１６年

（計画前年）

平成１７年

（１年目）

平成１８年

（２年目）

平成１９年

（３年目）

平成２０年

（４年目）

平成２１年

（５年目）
計

（参考）

数値目標

減員 １２５ １２５

一般

行政

部門

増員 ５１ ５１

差引 △７４
△７４

（１６．４％）
△４５０

職員数 ４，４９４ ４，４２０ ４，４２０ ４，０４４

注１ 計画期間は、平成１７年度から平成２１年度までの５年間です。
ちょく

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示すものです。

� 給与の状況

ア 総括

�ア 人件費の状況（普通会計決算）

人件費には、一般職の職員（警察関係職員、教育関係職員及び一般行政関係職員をいう。以下同じ。）に支給する給与と、

特別職の職員に支給する知事等特別職の給与、議員の報酬及び期末手当並びに委員等報酬のほか、地方公務員共済組合負担金

、退職手当、恩給及び退職年金、災害補償費等が含まれています。

平成１６年度における普通会計の決算による人件費の状況は、以下のとおりです。

区 分
住民基本台帳人口

（平成１６年度末）

歳 出 額

（Ａ）
実 質 収 支

人 件 費

（Ｂ）

人件費率

（Ｂ／Ａ）

平成１５年度

の人件費率

平成１６年度
人 千円 千円 千円 ％ ％

１，４９０，８３１ ６３９，６４５，４９４ ５１４，６８９ １８９，３０８，０２０ ２９．６ ３０．１

�イ 職員給与費の状況（普通会計予算）

平成１７年度当初予算における職員給与費の状況は、以下のとおりです。

区 分
職 員 数

（Ａ）

給 与 費 １人当たり

平均給与費

（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 （Ｂ）

平成１７年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

２１，１８６

（８）

９６，５４９，６８２ １６，８２０，９５１ ３９，０８４，９２８ １５２，４５５，５６１ ７，１９６

注１ 職員給与費とは、人件費のうち、一般職の職員に対して支給される給料及び扶養手当、通勤手当、住居手当、超過勤務手当、期末・勤勉手
当等の諸手当に要する経費であり、退職手当に要する経費は、含んでいません。
２ 職員数は、平成１７年度当初予算に計上された数値であり、平成１７年４月１日現在の実職員数とは一致しません。
３ （ ）内の数値は、再任用短時間勤務職員の数であり、内数です。

�ウ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

県職員の給与水準は、ラスパイレス指数で表されますが、本県の平成１６年度におけるラスパイレス指数は、１００．１です。

ラスパイレス指数とは、各地方公共団体の学歴別・経験年数別の職員数が国家公務員のそれと同じであると仮定し、その職

員数に各地方公共団体の平均給料月額を乗じて得られる給料総額が国家公務員の給料総額に対してどのような割合になるかを

示す指数ですが、上記の本県ラスパイレス指数は、本県の一般行政職の給与水準を、国家公務員の行政職俸給表（一）適用者

のそれを１００として比較したものです。

平成１７年度当初予算における職員給与費の状況は、次の表のとおりです。
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イ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

�ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１７年４月１日現在）

本県では、行政職給料表、公安職給料表、中学校・小学校教育職員給料表、高等学校等教育職員給料表、技能労務職員の給

料表など１０種類の給料表を定めています。

平成１７年４月１日現在における職員数（企業会計関係職員２，１０８人及び再任用短時間勤務職員８人を含まない。以下イ及び

ウにおいて同じ。）は、２０，８５４人です。

このうち、代表的な職種である一般行政職（行政職給料表適用者のうち、税務事務に従事する職員、船員並びに愛媛県立保

育専門学校及び愛媛県立歯科技術専門学校において教育業務に従事する職員（以下「税務職員等」という。）を除いた職員を

いう。以下イ及びウにおいて同じ。）４，５７５人（２１．９パ－セント）、技能労務職５３３人（２．６パ－セント）、高等学校（特殊

・専修・各種）教育職３，６９７人（１７．７パ－セント）、中学校・小学校教育職８，４６９人（４０．６パ－セント）及び公安職２，３２７人

（１１．２パ－セント）の職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況は、以下のとおりです。

ａ 一般行政職（行政職給料表適用者（税務職員等を除く。））

区 分 平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

愛 媛 県 ４２歳１０月 ３６４，１８９円 ４５５，３９８円

ｂ 技能労務職（技能労務職に係る給料表適用者）

区 分 平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

愛 媛 県 ４４歳１１月 ３２６，１３９円 ３７２，１２０円

うち

用務員
４５歳１月 ３２３，６３１円 ３６７，７１８円

うち

自動車運転手
４４歳２月 ３２６，２９７円 ３７５，７３１円

うち

学校給食員
４５歳１０月 ３２４，９９６円 ３６３，４７６円

ｃ 高等（特殊・専修・各種）学校教育職（高等学校等教育職員給料表適用者ほか）

区 分 平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

愛 媛 県 ４１歳４月 ３８１，４３６円 ４３３，８３９円

ｄ 中学校・小学校（幼稚園）教育職（中学校・小学校教育職員給料表適用者）

区 分 平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

愛 媛 県 ４２歳１月 ３９０，４１１円 ４３５，９０１円

ｅ 公安職（公安職給料表適用者）

区 分 平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

愛 媛 県 ４１歳９月 ３６４，７３０円 ４８１，０１９円

注１ 平均給料月額とは、平成１７年４月１日現在における各職種ごとの職員の給料、給料の調整額及び教職調整額の合計額の平均であり、学歴、
経験年数、職位等の要素は、考慮に入れていません。
２ 平均給与月額とは、職員の給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、超過勤務手当などの諸手当の額を合計したものの平
均です。

�イ 職員の初任給の状況（平成１７年４月１日現在）

平成１７年４月１日現在における代表的な職種の職員の初任給を国のそれと比較した状況は、以下のとおりです。
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区 分
愛 媛 県 国

初 任 給 ２年後の給料 初 任 給 ２年後の給料

大学卒 １７０，７００円 １８４，４００円
�種１７９，８００円 １９８，６００円

一般行政職 �種１７０，７００円 １８４，４００円

高校卒 １３８，８００円 １４８，５００円 �種１３８，８００円 １４８，５００円

技能労務職
高校卒 １３４，４００円 １４３，３００円 － －

中学卒 １２０，６００円 １２８，１００円 － －

高 等 学 校

教 育 職
大学卒 １９８，７４４円 ２１３，２００円 － －

中学校・小学

校 教 育 職
大学卒 １９８，７４４円 ２１３，２００円 － －

公 安 職
大学卒 １８５，９００円 ２１０，３００円 ２０６，６００円 ２２２，０００円

高校卒 １５６，７００円 １７７，４００円 １５６，７００円 １７７，４００円

�ウ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１７年４月１日現在）

平成１７年４月１日現在における代表的な職種の職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況は、以下のとおりです。

区 分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一 般 行 政 職
大学卒 ２７６，７７１円 ３４０，６３３円 ３９１，８０２円

高校卒 ２１４，３８８円 ２７８，１７５円 ３５０，２８０円

技 能 労 務 職 高校卒 １９５，５００円 ２４６，７４６円 ２８５，１１３円

高等学校教育職 大学卒 ３２１，５５５円 ３８３，２１５円 ４１７，０７５円

中学校・小学校

教 育 職
大学卒 ３１０，７７１円 ３７５，３７９円 ４０９，６１０円

公 安 職
大学卒 ２８８，８８３円 ３５０，４６１円 ４１５，８７５円

高校卒 ２４７，９６９円 ３０１，９３６円 ３８２，１８６円

注 経験年数とは、おおむね次のとおりです。
� 学歴取得後直ちに本県へ就職した者 県職員として在職した年数
� 学歴取得後無職の期間又は他へ就職していた期間を経て本県へ就職した者 無職の期間の４分の１及び他へ就職していた期間のおおむね
１０分の８の期間と県職員として在職した期間とを合算した年数

ウ 一般行政職の級別職員数等の状況

�ア 一般行政職の級別職員数の状況（平成１７年４月１日現在）

本県における一般行政職の職員に適用される行政職給料表は、職務により１級から１１級までの１１区分に分かれており、これ

らは、国の行政職俸給表（一）の区分と同じです。

平成１７年４月１日現在における級別職員数とその構成比は、以下のとおりです。

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１級 主事・技師 ３２人 ０．７％

２級 主事・技師 １８３人 ４．０％

３級 主事・技師 ３９４人 ８．６％

４級 主査 ４１９人 ９．２％

５級 係長 ５９５人 １３．０％

６級 専門員 １，０３２人 ２２．６％

７級 課長補佐 １，１７２人 ２５．６％

８級 課長 ５６８人 １２．４％
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９級 参事 １０６人 ２．３％

１０級 局長 ５７人 １．２％

１１級 部長 １７人 ０．４％

計 ４，５７５人 １００．０％

注 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

�イ 昇給期間短縮の状況

５５歳未満の職員は、１２月ないし２４月の期間を良好な成績で勤務すれば、昇給させることができることになっていますが、勤

務成績が特に優秀な職員については、その期間を短縮して昇給させることができるようになっており、これを特別昇給といい

ます。

また、新たに採用された職員等についても、一定の条件を設けて昇給期間を短縮しています。

なお、良好な成績で多年勤続し退職する職員に対して実施していた退職時特昇は、平成１６年１２月末で廃止しています。

これらの昇給期間短縮の実施状況は、以下のとおりです。

区 分 合 計 一般行政職 技能労務職
高 等 学 校

教 育 職

中学校・小

学校教育職
公 安 職

平

成

１６

年

度

職 員 数

（Ａ）
１９，８５５人 ４，６６２人 ５４８人 ３，８１４人 ８，５２０人 ２，３１１人

成績特昇

（Ｂ）
２，９７７人 ６９９人 ８２人 ５７２人 １，２７８人 ３４６人

比 率

（Ｂ／Ａ）
１５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％

その他の昇給短縮

（Ｃ）
５５０人 ９４人 ２人 １１３人 １９３人 １４９人

比 率

（Ｃ／Ａ）
２．８％ ２．０％ ０．２％ ３．０％ ２．３％ ６．４％

昇給短縮計（Ｂ＋Ｃ）

（Ｄ）
３，５２７人 ７９３人 ８３人 ６８５人 １，４７１人 ４９５人

比 率

（Ｄ／Ａ）
１７．８％ １７．０％ １５．１％ １８．０％ １７．３％ ２１．４％
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平

成

１５

年

度

職 員 数

（Ａ）
２０，０５０人 ４，６９１人 ５７５人 ３，８７２人 ８，６４３人 ２，２６９人

成績特昇

（Ｂ）
３，００５人 ７０３人 ８６人 ５８０人 １，２９６人 ３４０人

比 率

（Ｂ／Ａ）
１５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％

その他の昇給短縮

（Ｃ）
１，０４０人 １８２人 ２６人 ２５８人 ３５７人 ２１７人

比 率

（Ｃ／Ａ）
５．２％ ３．９％ ４．５％ ６．７％ ４．１％ ９．６％

昇給短縮計（Ｂ＋Ｃ）

（Ｄ）
４，０４５人 ８８５人 １１２人 ８３８人 １，６５３人 ５５７人

比 率

（Ｄ／Ａ）
２０．２％ １８．９％ １９．５％ ２１．６％ １９．１％ ２４．５％

エ 職員の手当の状況

職員には、基本給としての給料のほか、各職員の生活実態及び勤務条件の違い等を考慮して、各種の手当を支給しています

。

主な手当は、以下のとおりであり、おおむね国と同じ内容となっています。

なお、各手当の支給実績及び１人当たり平均支給額は、平成１６年度普通会計決算ベースの額です。

�ア 期末手当・勤勉手当

愛 媛 県 国

１人当たり平均支給額（平成１６年度決算） －

１，７５８千円

（平成１６年度支給割合） （平成１６年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

３．０ 月分 １．４ 月分 ３．０ 月分 １．４ 月分

（１．６）月分 （０．７）月分 （１．６）月分 （０．７）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当２．６月分、勤勉手当
１．８月分となっています。

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。

�イ 退職手当（平成１７年４月１日現在）

愛 媛 県 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．０ 月分 ２７．３ 月分

勤続２５年 ３３．７５ 月分 ４２．１２ 月分

勤続３５年 ４７．５ 月分 ５９．２８ 月分

最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（３～３０％加算）

１人当たり平均支給額 ３，４７５ 千円 ２７，６１２ 千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．０ 月分 ２７．３ 月分

勤続２５年 ３３．７５ 月分 ４２．１２ 月分

勤続３５年 ４７．５ 月分 ５９．２８ 月分

最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

注 １人当たり平均支給額は、平成１６年度中に退職した職員に支給された額の平均です。
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�ウ 調整手当（平成１７年４月１日現在）

調整手当は、生計費の高い地域における生活状況を考慮するとともに、医師の採用を容易にするために支給するものです。

支 給 実 績（平成１６年度決算） ３８，６６５千円

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） ５９４，８４６円

区 分 支給対象地域 支 給 率 支給対象職員数 国の支給率

医 師 １０％ ３０人 １０％

医師以外
東京都（特別区） １２％ ２７人 １２％

大阪府（大阪市） １０％ ６人 １０％

注 支給対象職員数は、平成１７年４月１日現在の職員数です。

�エ 特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在）

特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に、その勤務の特殊性に基づき支給するもので

す。

支給実績（平成１６年度決算） ６９３，６４２千円

支給職員１人当たり平均支給額（平成１６年度決算） ５９，８６９円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１６年度） ５４．９％

手当の種類（手当数） ５９

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

県税事務従事職員の特殊勤務
手当

県税事務に従事する職員 納税義務者、滞納者等を訪問
して行う県税の賦課及び徴収
に関する業務等

日額 ５００円

伝染病防疫作業従事職員の特
殊勤務手当

伝染病防疫業務に従事する職
員

伝染病患者等の救護作業
伝染病菌の付着した物件等の
処理作業
伝染病菌を有する家畜等の防
疫作業

日額 ２９０円

工業技術センター、繊維産業
試験場、衛生環境研究所等に
勤務する職員の特殊勤務手当

工業技術センター、繊維産業
試験場、衛生環境研究所等に
勤務する職員

�人体に有毒なガスの発生を
伴う業務
�特に危険性を有する薬品を
取り扱う業務
�病理細菌を取り扱う業務

�日額 ２９０円
�及び�日額 ２００円

特殊現場作業従事職員の特殊
勤務手当

特殊現場作業に従事する職員 �トンネルの坑内で従事する
トンネル掘り作業
�作業条件が劣悪な場所にお
いて行われるダム建設作業
�墜落の危険が特に著しい箇
所で行う作業等
�橋脚の基礎工事等において
水面下４メートル以上の深所
で行う作業

�日額 ５６０円 ※
�日額 ３５０円 ※
�及び�日額 ２２０円 ※

レントゲン技術従事職員の特
殊勤務手当

レントゲン技術又はその補助
に従事する職員

レントゲンを使用して、有害
放射線の影響を受ける作業

日額 ２３０円

児童相談所、肢体不自由児施
設、知的障害者更生相談所及
び精神保健福祉センターに勤
務する職員の特殊勤務手当

児童相談所、肢体不自由児施
設、知的障害者更生相談所及
び精神保健福祉センターに勤
務する職員

�児童の一時保護作業
�児童及び精神障害者等の心
理判定作業
�肢体不自由児の看護作業等
�精神障害者等の看護作業等

�日額 ３５０円
�及び�日額 ４２０円
�月額 ８，８００円 ※

児童自立支援施設に勤務する
職員の特殊勤務手当

児童自立支援施設に勤務する
職員

児童の自立支援又は生活支援
の業務

給料月額の６／１００、８／１０
０又は１４／１００の額

県警察に勤務する職員の特殊
勤務手当

私服員の捜査、逮捕作業等
手当

当該作業に従事する私服警察
職員

犯罪予防、捜査、被疑者逮捕
作業

月額 １１，７６０円 ※

犯罪鑑識作業手当 当該作業に従事する警察職員 指紋、手口、写真等を利用す
る犯罪鑑識作業

月額 ６，４４０円又は１１，７６０円
※
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交通取締用自動車等運転作
業手当

当該作業に従事する警察職員 交通取締用自動車その他特殊
自動車運転作業

月額 ８，８２０円又は１１，７６０円
※

山岳捜索救難作業手当 山岳救助警備隊に属する警察
職員

山岳において遭難事故が発生
した場合において行う遭難者
の捜索救難作業

日額 ８４０円

警ら作業手当 当該作業に従事する警察職員 警ら作業 月額 ７，１４０円 ※

身辺警護等作業手当 当該作業に従事する警察職員 �天皇又は皇后、皇太子又は
皇太子妃の警衛作業
�その他の要人等の警護作業

�日額 １，１５０円
�日額 ６４０円

銃器犯罪捜査作業手当 当該作業に従事する警察職員 �銃器等が使用されている犯
罪現場における被疑者逮捕等
の作業
�銃器を所持する被疑者の逮
捕、警戒等の作業

�日額 １，６４０円
�日額 ８２０円又は１，１００円

無線電話送受作業手当 当該作業に従事する警察職員 特に優秀な技術を必要とする
無線電話送受作業

日額 ５０円又は４０円

ひき逃げ捜査作業手当 当該作業に従事する交通専務
員

ひき逃げ捜査作業 日額 ５６０円

交通取締等作業手当 当該作業に従事する交通専務
員

�共同危険行為取締作業
�交通取締り（�の作業を除
く。）、整理及び事故処理作
業

�日額 ５６０円
�日額 ３１０円

留置場等看守作業手当 当該作業に従事する警察職員 留置場等において収容者を看
守する作業

日額 ２３０円

被疑者護送作業手当 当該作業に従事する警察職員 被疑者護送作業 日額 ２３０円

火薬類取締作業手当 当該作業に従事する警察職員 火薬類の取締作業（不発弾の
処理作業を含む。）

日額 ２５０円 ※

夜間特殊作業手当 当該作業に従事する警察職員 夜間（深夜（午後１０時から
翌日の午前５時までの間）を
含む時間）に従事する特殊業
務

１回 ４１０円、７３０円又は１，１
００円

潜水作業手当 当該作業に従事する警察職員 潜水器具を着用して従事する
潜水作業

１時間 ３１０円又は７８０円

死体取扱作業手当 当該作業に従事する警察職員 �検視管理官が行う検視又は
解剖立会いの作業
�その他の死体取扱作業

�１回 ３，２００円
�１回 １，６００円

爆発物処理作業手当 当該作業に従事する警察職員 爆発物処理作業 １回 ５，２００円

特殊危険物質処理作業等手
当

当該作業に従事する警察職員 �特殊危険物質（サリン等）
の処理作業
�特殊危険物質による被害の
危険がある区域内において行
う作業
�特殊危険物質が発生するお
それがある実験作業

�日額 ５，２００円
�日額 ２５０円
�日額 ４６０円

緊急業務処理作業手当 当該作業に従事する警察職員 正規の勤務時間外に突発的な
事件又は事故の処理のため出
勤を命じられ、夜間に従事す
る作業

１回 １，２４０円

運転免許技能試験作業手当 当該作業に従事する警察職員 道路において行う運転免許技
能試験作業

日額 ３１０円

少年補導作業手当 少年補導職員 少年補導作業 月額 ７，１３０円 ※

災害警備等作業手当 当該作業に従事する警察職員 異常な自然現象又は大規模な
事故により重大な災害が発生
した箇所等において行う災害
警備、遭難救助等の心身に著
しい負担を与える作業

日額 ８４０円

術科指導作業手当 当該作業に従事する術科指導
員

術科指導作業（本務として従
事する作業を除く。）

１時間 ３００円
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研究手当 保健所等に勤務する医師であ
る職員

診療、検診、検疫、救護等の
業務

月額 １８，０００円から３０，０００円
まで

漁獲手当 水産実習船に勤務する船員 漁労業務 漁獲物の売上高から市場等に
納付する手数料を差し引いた
額の１６／１００に相当する額（
支給総額）

社会福祉業務従事職員の特殊
勤務手当

社会福祉主事
身体障害者更生相談所に勤務
する身体障害者福祉司
児童福祉司

要保護者等を訪問して行う指
導等、身体障害者に面接して
行う相談等又は児童等に面接
して行う相談等の業務

日額 ５１０円

精神保健指定医、診察立会職
員及び精神障害者移送に従事
する職員の特殊勤務手当

精神保健指定医、診察立会職
員等

精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律に基づく診察、
立会又は移送の業務

日額 ３２０円

職業訓練事業に従事する職員
の特殊勤務手当

高等技術専門校に勤務する職
業訓練指導員

職業訓練業務 月額 １３，３００円

と畜検査業務従事職員の特殊
勤務手当

食肉衛生検査センターに勤務
する職員

と畜場法による獣畜のとさつ
又は解体の検査

日額 １，１８０円

動物園飼育作業従事職員の特
殊勤務手当

動物園に勤務する職員 猛獣、猛禽の診断、治療及び
給飼作業、猛獣・猛禽舎の清
掃作業

日額 ３１０円

麻薬取締業務従事職員の特殊
勤務手当

麻薬取締員 麻薬及び向精神薬取締法によ
る司法警察職員として従事す
る危険な職務

日額 ４２０円

爆発物取締業務従事職員の特
殊勤務手当

本庁爆発物取締主管課又は地
方局に勤務する職員

火薬類取締法又は高圧ガス保
安法に基づく完成検査、保安
検査等の業務

日額 ２５０円 ※

漁業取締作業従事職員の特殊
勤務手当

当該作業に従事する職員 漁業取締船に乗り組んで従事
する漁業取締作業

日額 ５００円

夜間看護手当 愛媛整肢療護園に勤務する看
護師又は准看護師

正規の勤務時間による勤務の
一部又は全部が深夜（午後１０
時から翌日の午前５時までの
間）において行われる看護等
の業務

１回 ２，０００円から３，３００円
まで

家畜保健衛生所に勤務する職
員の特殊勤務手当

家畜保健衛生所に勤務する獣
医師である職員

家畜保健衛生所法による家畜
の伝染病の予防、人工授精の
実施等の事務

月額 １５，３００円 ※

潜水手当 水産試験場に勤務する職員 海中の魚礁の状況、魚介類の
育成状況等を調査するため、
潜水器具を着用して行う潜水
作業

１時間 ３１０円又は７８０円

用地交渉等業務に従事する職
員の特殊勤務手当

農林水産部農業振興局農地整
備課、土木部管理局用地課、
地方局土地改良主務課及び地
方局建設部（土木事務所を含
む。）に勤務する職員

公共事業の施行に伴う土地等
の取得及び権利の消滅等に伴
う損失の補償等に関し、これ
らの権利者等と直接現地で行
う交渉業務

日額 ６５０円

身体障害者等福祉業務従事職
員の特殊勤務手当

�身体障害者更生相談所に勤
務する看護師等
�身体障害者更生指導所又は
身体障害者授産所に勤務する
職業訓練指導員又は生活指導
員等
�婦人相談所又はさつき寮に
勤務する職業訓練指導員又は
生活指導員

�看護業務
�及び�職業訓練又は生活指
導の業務

�及び�日額 ４２０円
�月額 ８，８００円 ※

精神障害者等訪問指導業務従
事職員の特殊勤務手当

保健所又は精神保健福祉セン
ターに勤務する保健師

精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律に基づき精神障
害者等を訪問して行う相談指
導業務又は結核予防法に基づ
く訪問指導業務

日額 ２３０円
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航空手当 当該業務に従事する職員 �航空機の操縦業務
�航空機の整備業務
�航空機に搭乗して行う整備
、訓練、捜索救難、調査、漁
業取締り等の業務

�月額 １２７，５００円 ※
�月額 ２８，６００円 ※
�１時間 １，９００円
（整備士の場合は、２，２００円
）

災害応急作業等手当 土木部河川港湾局河川課及び
港湾海岸課並びに道路都市局
道路建設課及び道路維持課並
びに地方局建設部（土木事務
所及びダム管理事務所を含む
。）に勤務する職員

異常な自然現象により重大な
災害が発生した場合等に警戒
水位を超えている河川の堤防
、通行が禁止されている区間
の道路等の危険な区域におい
て行われる次の作業
�巡回監視
�応急作業等

�日額 ４８０円
�日額 ７３０円

食鳥検査業務従事職員の特殊
勤務手当

食肉衛生検査センターに勤務
する職員

食鳥処理の事業の規制及び食
鳥検査に関する法律による食
鳥検査業務

日額 １，１８０円

特殊自動車運転作業手当 農業大学校、農業試験場、果
樹試験場、畜産試験場及び林
業技術センターに勤務する職
員

大型特殊自動車等の運転作業 日額 ２９０円

兼務手当 当該業務に従事する教育職員 定時制の課程の授業又は補助
の業務（本務として従事する
業務を除く。）

１時間 ５１０円、６１０円又は
６７０円

添削手当 当該業務に従事する教育職員 通信制の課程を担任して行う
添削指導業務（本務として従
事する業務を除く。）

添削１回 １１０円

教員特殊業務手当 当該業務に従事する教育職員
（職務の級が中学校・小学校
教育職員給料表又は高等学校
等教育職員給料表の１級又は
２級のものに限る。）

�非常災害時における児童等
の保護又は緊急の防災等の業
務
�児童等の負傷、疾病等に伴
う救急の業務等
�修学旅行、対外運動競技等
において児童等を引率して行
う指導業務（泊を伴うもの等
）
�部活動における児童等に対
する指導業務（週休日、休日
等に行うもの）
�入学試験における受験生の
監督等の業務（週休日、休日
等に行うもの）

�日額 ３，２００円
�日額 ３，０００円
�日額 １，７００円
�日額 １，２００円
�日額 ９００円

多学年学級担当手当 公立の小学校又は中学校の２
又は３の学年の児童等で編制
されている学級を担当する教
育職員（一定以上の授業時間
数の者に限る。）

当該多学年学級における授業
又は指導業務

日額 ３５０円又は２９０円

教育業務連絡指導手当 教務主任、学年主任、生徒指
導主事等

教務その他の教育に関する業
務についての連絡調整及び指
導助言の業務

日額 ２００円

面接指導手当 当該業務に従事する教育職員 講師として通信制の課程の授
業又はその補助を行う業務（
本務として従事する業務を除
く。）

１時間 ７６０円

野犬取扱作業手当 動物愛護センターに勤務する
技能労務職員

野犬取扱作業 日額 ４１０円

道路上作業手当 地方局建設部又は土木事務所
に勤務する技能労務職員

交通遮断することなく行う道
路の維持修繕、舗装の打換え
等の作業

日額 ３００円

愛 媛 県 報平成１７年９月３０日 第１６９８号

９８３



家畜ふん尿処理作業手当 養鶏試験場又は畜産試験場に
勤務する技能労務職員

たい肥舎等において行う有害
物の発生を伴う家畜ふん尿の
処理作業

日額 ２９０円

注１ 支給単価に※印の付いているものは、日額にあっては従事時間数、又月額にあっては従事日数に応じた、それぞれ減額の規定があります。
２ 県警察に勤務する職員の特殊勤務手当については、月額手当と日額手当等の併給調整があります。

�オ 超過勤務手当

支給実績（平成１６年度決算額） ３，３５１，８４６千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） １７８千円

支給実績（平成１５年度決算額） ３，４４６，１２８千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１５年度決算） １８１千円

�カ その他の手当（平成１７年４月１日現在）

手当名 内容 支給単価
国の制
度との
異 同

国の制度
と異なる
内 容

支給実績
（１６年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１６年度決算）

扶 養 手 当

扶養親族のある職員に
支給

・配偶者 １３，５００円
・配偶者以外の扶養親族のうち２人目
まで ６，０００円

・扶養親族でない配偶者を有する職員
の扶養親族のうち１人 ６，５００円

・配偶者のない職員の扶養親族のうち
１人 １１，０００円

・その他の扶養親族 ５，０００円
満１５歳に達する日後の最初の年度�

�
�
�
�
�

初めから満２２歳に達する日以降の

�
�
�
�
�
�

最初の年度末までの子１人につき
５，０００円加算

同 －
千円

２，６９０，０４１
円

２４３，３５５

住 居 手 当

自ら居住するための住
宅等を借り受け、家賃
等を支払っている職員
又はその所有に係る住
宅に居住する職員で世
帯主であるもの等に支
給

【借家・借間居住者】
・家賃２３，０００円以下
家賃額－１２，０００円

・家賃２３，０００円超５５，０００円未満
（家賃額－２３，０００円）×１／２＋
１１，０００円
・家賃５５，０００円以上
２７，０００円（支給限度額）

同 －

千円
１，４２５，３３２

円
１２０，５５６

【持家居住者】
３，５００円

異

国制度
取得後５
年間まで
２，５００円

初 任 給
調 整 手 当

医師等採用による欠員
の補充が困難である職
に採用された職員等に
支給

採用困難の程度等を考慮して定める職
の区分及び採用の日以後の期間の区分
に応じて支給
上限額：３０７，９００円

同 －
千円

８４，１３８
円

２，２７４，０００

通 勤 手 当

通勤のため、交通機関
等を利用している職員
又は自動車等を使用し
ている職員等に支給

【公共交通機関利用者】
６箇月定期等廉価な価額による運賃等
相当額
上限額：６０，０００円

異
国上限額
５５，０００円

千円
１，６１２，５２６

円
９７，５６３【交通用具利用者】

距離に応じた定額
片道２�以上５�未満２，５００円

～
片道９５�以上４７，２００円

異
国上限額
２４，５００円

単身赴任手当

公署を異にする異動等
に伴い単身で生活する
こととなった職員に対
して支給

２３，０００円＋加算額
加算額は、配偶者住居との距離に応じ
て６，０００～４５，０００円 同 －

千円
２２１，３１０

円
２９０，０５２

管理職手当
管理又は監督の地位に
ある職員に対して支給

給料月額に１００分の２５を超えない範囲
で職責に応じた一定率を乗じた額 同 －

千円
１，６０４，４３８

円
７１３，４０１
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特地勤務手当
及び特地勤務
手当に準ずる
手当

離島その他の生活の著
しく不便な地に所在す
る公署等に勤務する職
員に支給

給料及び扶養手当の月額に対して、１
００分の４から１００分の２５までの範囲で
、公署の区分に応じた一定率を乗じた
額

同 －
千円

７０，３５４
円

３５０，０２０

へき地手当及
びへき地手当
に準ずる手当

へき地学校等に指定さ
れた学校に勤務する教
育職員に対して支給

給料及び扶養手当の月額に対して、１０
分の４から１００分の２５までの範囲で、
学校の区分に応じた一定率を乗じた額

千円
４５０，８３７

円
５３０，３９６

定 時 制
通信教育手当

県立の高等学校で本務
として定時制教育又は
通信教育に従事する教
育職員等に支給

給料月額に１００分の１０を乗じた額
（管理職手当との併給調整あり。） 千円

８６，７５０
円

４７９，２８２

産業教育手当

県立の高等学校で農業
、水産又は工業に係る
産業教育に従事する教
育職員に支給

給料月額に１００分の１０を乗じた額
（管理職手当等との併給調整あり。） 千円

１７８，６７４
円

４１９，４２３

義務教育等
教員特別手当

小学校、中学校又は県
立学校に勤務する教育
職員に支給

上限額：２０，２００円
職務の級号給に応じた定額
（産業教育手当等との併給調整あり。
）

千円
２，００２，７７８

円
１６２，６５６

農 林 漁 業
普及指導手当

農林漁業の普及指導に
関する事務に従事する
職員に支給

給料月額に１００分の６を乗じた額
千円

１５１，６７８
円

４６６，７０２

宿日直手当

職員が正規の勤務時間
外又は休日等に宿直又
は日直をした場合に支
給

４，２００円／１回 ほか
（勤務時間による増減あり。）

同 －
千円

４５６，４８４
円

２４５，４２２

管 理 職 員
特別勤務手当

管理職手当を支給され
る職員が週休日等に勤
務した場合に支給

職責に応じて４，０００円～１２，０００円／１
回の定額
（６時間を超える場合は加算あり。）

同 －
千円

３５，４０４
円

１８５，３６１

夜 勤 手 当

正規の勤務時間として
午後１０時から翌日の午
前５時までの間に勤務
する職員に支給

勤務１時間につき、１時間当たりの給
与額に１００分の２５を乗じた額

同 －
千円

１７０，２４７
円

１８７，７０３

休 日 給
休日等における正規の
勤務時間中に勤務した
職員に支給

勤務１時間につき、１時間当たりの給
与額に１００分の１３５を乗じた額 同 －

千円
６６２，７４８

円
３０７，１１２

注１ 支給単価のうち、特に記載の無いものは月額の単価です。
２ 農林漁業普及指導手当は、１７年４月から名称の変更及び支給率の引下げを行っています。

オ 特別職の報酬等の状況（平成１７年４月１日現在）

特別職の職員の給料月額又は報酬月額、期末手当の支給割合及び退職手当の算定方式等は、以下のとおりです。

区 分 給 料 月 額 等

給

料

知 事 １，２５４，０００円（１，３２０，０００円）

副 知 事 ９５９，５００円（１，０１０，０００円）

出 納 長 ８３６，０００円（ ８８０，０００円）

報

酬

議 長 ９２１，５００円（ ９７０，０００円）

副 議 長 ８２６，５００円（ ８７０，０００円）

議 員 ７７９，０００円（ ８２０，０００円）

期

末

手

当

知 事 （平成１６年度支給割合）

副 知 事 ３．３月分

出 納 長

議 長 （平成１６年度支給割合）

副 議 長 ３．３月分

議 員
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退

職

手

当

（算定方式） （支給時期）

知 事 １３２万円×在職月数×０．７（任期毎）

副 知 事 １０１万円×在職月数×０．５（ 〃 ）

出 納 長 ８８万円×在職月数×０．４（ 〃 ）

注 給料月額及び報酬月額は、知事等の給与の特例に関する条例（平成１４年愛媛県条例第５号）及び愛媛県議会議員の報酬の特例に関する条例（
平成１５年愛媛県条例第４１号）に基づき５％減額した後の額であり、（ ）内の金額は、減額前の額を記載しています。

カ 公営企業職員の状況

�ア 電気事業

県営電気事業は、昭和２８年１０月７日の営業開始以来５１年を経過し、現在、銅山川第一発電所（２機）、同第二発電所、同第

三発電所、富郷発電所、肱川発電所、道前道後第一発電所、同第二発電所及び同第三発電所の合計８発電所（９機）において

、最大出力６７，０００キロワットで営業しています。

ａ 職員給与費の状況

� 決算

区 分
総費用

（Ａ）

純損益又は

実質収支

職員給与費

（Ｂ）

総費用に占める職員

給与費比率（Ｂ／Ａ）

平成１５年度の総費用に

占める職員給与費比率

平成１６年度
千円 千円 千円 ％ ％

２，３４１，９８７ ２０９，６４７ ５７６，６７６ ２４．６ ２４．４

注１ 決算には、消費税を含んでいません。
２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸手当に要する
経費であり、退職手当に要する経費は、含んでいません。

� 予算

区 分
職 員 数

（Ａ）

給 与 費 １人当たり

平均給与費

（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 （Ｂ）

平成１７年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

７４ ３３２，０５３ ８２，２８８ １６３，８１９ ５７８，１６０ ７，８１３

注１ 職員数及び給与費は、平成１７年度当初予算に計上された数値であり、平成１７年４月１日現在の実職員数とは一致しません。
２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１７年４月１日現在）

県営電気事業に従事する平成１７年４月１日現在の職員数は、７１人であり、職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況は

、以下のとおりです。

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

愛媛県公営企業

（電気事業）
４１歳９月 ３７０，６０７円

４７７，５２７円

（６１１，６３２円）

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び調整手当の合算額の平均です。
２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）内の金額は
、期末・勤勉手当を含んだものです。

ｃ 職員の手当の状況

� 期末手当・勤勉手当

愛媛県公営企業（電気事業） 愛 媛 県

１人当たり平均支給額（平成１６年度） １人当たり平均支給額（平成１６年度）

１，７８６千円 １，７５８千円
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（平成１６年度支給割合） （平成１６年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

３．０ 月分 １．４ 月分 ３．０ 月分 １．４ 月分

（１．６）月分 （０．７）月分 （１．６）月分 （０．７）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当２．６月分、勤勉手当
１．８月分となっています。

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。

� 退職手当（平成１７年４月１日現在）

愛媛県公営企業（電気事業） 愛 媛 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．０ 月分 ２７．３ 月分

勤続２５年 ３３．７５ 月分 ４２．１２ 月分

勤続３５年 ４７．５ 月分 ５９．２８ 月分

最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（３～３０％加算）

１人当たり平均支給額 － 千円 ２６，３８９千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．０ 月分 ２７．３ 月分

勤続２５年 ３３．７５ 月分 ４２．１２ 月分

勤続３５年 ４７．５ 月分 ５９．２８ 月分

最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（３～３０％加算）

１人当たり平均支給額 ３，４７５千円 ２７，６１２千円

注 １人当たり平均支給額は、平成１６年度中に退職した職員に支給された額の平均です。

� 調整手当（平成１７年４月１日現在）

支給対象職員は、いません。

� 特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在）

支給総額（平成１６年度決算） ３８千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） １，５０４円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１６年度） ３１．６％

手当の種類（手当数） ２

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

危険作業手当 発電所又は工業用水管理事務
所に勤務する職員

�傾斜３０度以上の水圧管施設
工事及び内部工事の作業等
�水圧鉄管充水中の水車ケー
シング及びドラフトチューブ
の内部作業等
�ずい道水圧管内における調
査、測量作業等
�地上又は水面上１０メートル
以上の墜落の危険が特に著し
い箇所で行う工事の監督、調
査等

か

�金属ナトリウム、苛性アル
カリ類、硝酸及び亜硝酸等を
取扱う業務

�日額 ５７０円
�日額 ４００円
�日額 ３４０円
�日額 ２２０円
�日額 ２００円

用地交渉等業務手当 公営企業管理局に勤務する職
員

公共事業の施行に伴う土地等
の取得及び権利の消滅等に伴
う損失の補償等に関し、これ
らの権利者等と直接現地で行
う交渉業務

日額 ６５０円
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� 時間外勤務手当

支給実績（平成１６年度決算） ４９，１３３千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） ７９２千円

支給実績（平成１５年度決算） ４９，６１５千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１５年度決算） ７８８千円

注 職員１人当たり平均支給年額には、休日勤務手当を含んでいます。

� その他の手当（平成１７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（１６年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１６年度決算）

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１４，２５７
円

２５９，２１８

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
７，０５５

円
１２１，６３８

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
７，１３９

円
１２９，８００

単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
１，５８２

円
２２６，０００

管理職手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１２，５１０
円

７３５，８８２

特地勤務手当
及び特地勤務
手当に準ずる
手当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
３，２６８

円
３２６，８００

宿日直手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
２，３９１

円
３４１，５７１

管 理 職 員
特別勤務手当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
１０２

円
２５，５００

夜間勤務手当
一般行政職の夜勤手当の制
度と同じ。

同 －
千円
２，８１５

円
１６５，５８８

�イ 工業用水道事業

県営工業用水道事業は、昭和３９年４月１日の営業開始以来４１年を経過し、現在、松山・松前地区工業用水道、今治地区工業

用水道、西条地区工業用水道（一部給水）の３地区において、給水能力２３８，１３３立方メートルで営業しています。

ａ 職員給与費の状況

� 決算

区 分
総費用

（Ａ）

純損益又は

実質収支

職員給与費

（Ｂ）

総費用に占める職員

給与費比率（Ｂ／Ａ）

平成１５年度の総費用に

占める職員給与費比率

平成１６年度
千円 千円 千円 ％ ％

１，１５０，４５１ １６２，７１１ ２０５，４４２ １７．９ １８．１

注１ 決算には、消費税を含んでいません。
２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸手当に要する
経費であり、退職手当に要する経費は、含んでいません。

� 予算

区 分
職 員 数

（Ａ）

給 与 費 １人当たり

平均給与費

（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 （Ｂ）

平成１７年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

２９ １３８，４２８ ３６，４８６ ５８，９７６ ２３３，８９０ ８，０６５

注１ 職員数及び給与費は、平成１７年度当初予算に計上された数値であり、平成１７年４月１日現在の実職員数とは一致しません。
２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません。
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ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１７年４月１日現在）

県営工業用水道事業に従事する平成１７年４月１日現在の職員数は、２９人であり、職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の

状況は、以下のとおりです。

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

愛媛県公営企業

（工業用水道事業）
４３歳２月 ３７３，２６９円

４３８，８０６円

（５７３，９４４円）

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び調整手当の合算額の平均です。
２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）内の金額は
、期末・勤勉手当を含んだものです。

ｃ 職員の手当の状況

� 期末手当・勤勉手当

愛媛県公営企業（工業用水道事業） 愛 媛 県

１人当たり平均支給額（平成１６年度） １人当たり平均支給額（平成１６年度）

１，７８５千円 １，７５８千円

（平成１６年度支給割合） （平成１６年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

３．０ 月分 １．４ 月分 ３．０ 月分 １．４ 月分

（１．６）月分 （０．７）月分 （１．６）月分 （０．７）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当２．６月分、勤勉手当
１．８月分となっています。

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。

� 退職手当（平成１７年４月１日現在）

愛媛県公営企業（工業用水道事業） 愛 媛 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．０ 月分 ２７．３ 月分

勤続２５年 ３３．７５ 月分 ４２．１２ 月分

勤続３５年 ４７．５ 月分 ５９．２８ 月分

最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（３～３０％加算）

１人当たり平均支給額 － 千円 － 千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．０ 月分 ２７．３ 月分

勤続２５年 ３３．７５ 月分 ４２．１２ 月分

勤続３５年 ４７．５ 月分 ５９．２８ 月分

最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（３～３０％加算）

１人当たり平均支給額 ３，４７５千円 ２７，６１２千円

注 １人当たり平均支給額は、平成１６年度中に退職した職員に支給された額の平均です。

� 調整手当（平成１７年４月１日現在）

支給対象職員は、いません。

� 特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在）

支給総額（平成１６年度決算） １２７千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） ６，３６８円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１６年度） ６９．０％

手当の種類（手当数） ２
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

危険作業手当 発電所又は工業用水管理事務
所に勤務する職員

�傾斜３０度以上の水圧管施設
工事及び内部工事の作業等
�水圧鉄管充水中の水車ケー
シング及びドラフトチューブ
の内部作業等
�ずい道水圧管内における調
査、測量作業等
�地上又は水面上１０メートル
以上の墜落の危険が特に著し
い箇所で行う工事の監督、調
査等

か

�金属ナトリウム、苛性アル
カリ類、硝酸及び亜硝酸等を
取扱う業務

�日額 ５７０円
�日額 ４００円
�日額 ３４０円
�日額 ２２０円
�日額 ２００円

用地交渉等業務手当 公営企業管理局に勤務する職
員

公共事業の施行に伴う土地等
の取得及び権利の消滅等に伴
う損失の補償等に関し、これ
らの権利者等と直接現地で行
う交渉業務

日額 ６５０円

� 時間外勤務手当

支給実績（平成１６年度決算） ９，８０９千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） ４６７千円

支給実績（平成１５年度決算） ８，５２８千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１５年度決算） ３８８千円

注 職員１人当たり平均支給年額には、休日勤務手当を含んでいます。

� その他の手当（平成１７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（１６年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１６年度決算）

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
５，１８６

円
２２５，４７８

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
２，７８４

円
１２６，５４５

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
２，４５３

円
１４４，２９４

単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
１，３８０

円
２７６，０００

管理職手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
５，５２１

円
６９０，１２５

特地勤務手当
及び特地勤務
手当に準ずる
手当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
０

円
０

宿日直手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
０

円
０

管 理 職 員
特別勤務手当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
０

円
０

夜間勤務手当
一般行政職の夜勤手当の制
度と同じ。

同 －
千円
２，３５４

円
１９６，１６７

�ウ 病院事業

県営病院事業は、昭和３１年１０月１日県衛生部から移管を受けて以来４８年を経過し、現在、中央、今治、三島、南宇和、北宇

和及び新居浜の６病院で、病床数２，００５床を有し、それぞれの地域における中核的医療機関として、その機能を発揮していま

す。
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ａ 職員給与費の状況

� 決算

区 分
総費用

（Ａ）

純損益又は

実質収支

職員給与費

（Ｂ）

総費用に占める職員

給与費比率（Ｂ／Ａ）

平成１５年度の総費用に

占める職員給与費比率

平成１６年度
千円 千円 千円 ％ ％

３７，４５６，１２１ ４５，２７１ １４，２６９，６６１ ３８．１ ３８．３

注１ 決算には、消費税を含んでいません。
２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸手当に要する
経費であり、退職手当に要する経費は、含んでいません。

� 予算

区 分
職 員 数

（Ａ）

給 与 費 １人当たり

平均給与費

（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 （Ｂ）

平成１７年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

２，０８６

（３）

８，２６５，５４７ ３，３８６，５６３ ３，３３２，９５１ １４，９８５，０６１ ７，１８４

注１ 職員数及び給与費は、平成１７年度当初予算に計上された数値であり、平成１７年４月１日現在の実職員数とは一致しません。
２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません。
３ （ ）内の数値は、再任用短時間勤務職員の数であり、内数です。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１７年４月１日現在）

県営病院事業に従事する平成１７年４月１日現在の職員数は、２，００８人（再任用短時間勤務職員３人を含まない。）であり、

職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況は、以下のとおりです。

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

医 師 ４３歳３月 ５６５，３８３円 １，０７２，１７０円

（１，２７１，０７８円）

看 護 師 ３４歳１１月 ２９８，９８０円 ３７２，０６６円

（４８１，２８３円）

事務職員 ４４歳１月 ３９４，７２９円 ５５９，５６８円

（７０２，４０９円）

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び調整手当の合算額の平均です。
２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）内の金額は
、期末・勤勉手当を含んだものです。

ｃ 職員の手当の状況

� 期末手当・勤勉手当

愛媛県公営企業（病院事業） 愛 媛 県

１人当たり平均支給額（平成１６年度） １人当たり平均支給額（平成１６年度）

１，５１５千円 １，７５８千円

（平成１６年度支給割合） （平成１６年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

３．０ 月分 １．４ 月分 ３．０ 月分 １．４ 月分

（１．６）月分 （０．７）月分 （１．６）月分 （０．７）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当２．６月分、勤勉手当
１．８月分となっています。

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。
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� 退職手当（平成１７年４月１日現在）

愛媛県公営企業（病院事業） 愛 媛 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．０ 月分 ２７．３ 月分

勤続２５年 ３３．７５ 月分 ４２．１２ 月分

勤続３５年 ４７．５ 月分 ５９．２８ 月分

最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（３～３０％加算）

１人当たり平均支給額

医 師 ２，２６７千円 ２７，４４２千円

看護師 １，６３４千円 ２４，３７２千円

その他 ２，６６８千円 ２４，７３７千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．０ 月分 ２７．３ 月分

勤続２５年 ３３．７５ 月分 ４２．１２ 月分

勤続３５年 ４７．５ 月分 ５９．２８ 月分

最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（３～３０％加算）

１人当たり平均支給額 ３，４７５千円 ２７，６１２千円

注１ １人当たり平均支給額は、平成１６年度中に退職した職員に支給された額の平均です。
２ １人当たり平均支給額のその他は、医師及び看護師を除くすべての職員です。

� 調整手当（平成１７年４月１日現在）

支 給 総 額（平成１６年度決算） １４６，３４９千円

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） ５７６，１７８ 円

区 分 支給対象地域 支 給 率 支給対象職員数 愛媛県の制度（支給率）

医 師 １０％ ２３５人 １０％

注 支給対象職員数は、平成１７年４月１日現在の職員数です。

� 特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在）

支給総額（平成１６年度決算） ５１３，９８０千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） ３２３，０５４円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１６年度） ７５．９％

手当の種類（手当数） ９

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

結核病とう勤務手当 病院の結核病棟に勤務する職
員

病院の結核病棟において行う
患者の看護又は患者に接する
職務

日額 ２９０円

病理細菌取扱手当 病院の試験室等において病理
又は危険である細菌の検査研
究等に従事する職員

病院の試験室等において行う
病理又はコレラ、赤痢等危険
である細菌の検査、研究等

日額 ２００円

放射線技術勤務手当 放射線技術又はその補助に従
事する職員

病院において行う有害放射線
の影響を受ける作業

日額 ２３０円

伝染病医療従事手当 病院において伝染病患者等の
診療、看護等に従事する職員

伝染病患者等の診療又は看護
伝染病菌の付着した物件等の
処理作業

日額 ２９０円

精神病棟等勤務手当 病院の精神病棟又は精神科に
勤務する職員

精神病患者等の看護又はこれ
らの者に接する業務

日額 ３２０円

研究手当 病院に勤務する医師 診療、検診又は救護等の業務 月額 ２４，０００円又は３０，０００
円

夜間看護等手当 �病院で深夜に勤務する看護
師等
�病院に勤務する医療職給料
表の適用を受ける職員

�正規の勤務時間による勤務
の一部又は全部が深夜（午後
１０時から翌日の午前５時まで
の間）において行われる看護
等の業務
�救急患者に対処するため自
宅等で待機中に呼出しを受け
、正規の勤務時間以外の時間
において行った手術等の業務

�１回 ２，０００円から３，３００
円まで
�１回 １，６２０円
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航空手当 航空機に搭乗して診療、調査
等の業務に従事する職員

航空機に搭乗して行う診療、
看護、調査、捜索救難等の業
務

１時間 １，９００円

救急医療従事手当 病院に勤務する医師 当直勤務中において行う救急
医療業務

１時間当たりの給与額×従事
時間

� 時間外勤務手当

支給実績（平成１６年度決算） １，２１０，３５５千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） ６０７千円

支給実績（平成１５年度決算） １，１７５，４５８千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１５年度決算） ５８３千円

注 職員１人当たり平均支給年額には、休日勤務手当を含んでいます。

� その他の手当（平成１７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（１６年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１６年度決算）

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１６０，３９０
円

２１２，７１９

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

２３５，１３０
円

１９５，４５３

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１１９，５９６
円

８６，４７６

単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１２，６５３
円

３０８，６１０

管理職手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

４９，９２７
円

９６０，１３５

初 任 給
調 整 手 当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

５７５，２２９
円

２，２６４，６８１

宿日直手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１８０，４１５
円

３１０，５２５

管 理 職 員
特別勤務手当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
５，１５９

円
１６６，４１９

夜間勤務手当
一般行政職の夜勤手当の制
度と同じ。

同 －
千円

１７６，６０７
円

１５９，９７０

�エ 特別職の報酬等の状況（平成１７年４月１日現在）

特別職である管理者の給料月額、期末手当の支給割合及び退職手当の算定方式等は、以下のとおりです。

区 分 給 料 月 額 等

給 料 ７８８，５００円（８３０，０００円）

（平成１６年度支給割合）

期末手当 ３．３月分

（算定方式） （支給時期）

退職手当 ８３万円×在職月数×０．３５（任期毎）

注 給料月額は、知事等の給与の特例に関する条例（平成１４年愛媛県条例第５号）に基づき５％減額した後の額であり、（ ）内の金額は、減額
前の額を記載しています。
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� 勤務時間その他の勤務条件の状況

ア 勤務時間の状況

職員の勤務時間は、１週間当たり４０時間で、公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要のある職員を除

き、午前８時３０分から午後５時１５分までとなっています。また、休憩時間は、午後零時１５分から午後１時まで、休息時間は、

午後零時から午後零時１５分までと午後５時から午後５時１５分まで（警察本部は、午後３時から午後３時１５分まで）となってい

ます。

イ 休暇の状況

� 年次有給休暇

年次有給休暇は、１年ごとに２０日付与され、残日数は、翌年に限り繰り越すことができます。平成１６年の職員１人当たりの

年次有給休暇の取得状況は、以下のとおりです。

（単位：日）

区 分 知 事 公営企業管理者 人 事 委 員 会 議 会 議 長 代表監査委員 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長

平均取得日数 ７．４ ６．１ ３．９ ５．８ ４．２ ７．１ ３．５

� その他の休暇

負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故など条例や人事委員会規則で定める事由に該当する場

合には、有給の休暇を付与しています。また、職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は障害のため介護を

必要とするものを介護する場合には、無給の休暇を付与しています。

ウ 休業の状況

� 育児休業

職員が３歳に満たない子を養育するため、当該子が３歳に達する日まで、育児のために休業することが認められる制度です

。育児休業をしている期間については、給与は、支給されません。平成１６年度における育児休業者数は、６６５人です。任命権

者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：人）

区 分 知 事 公営企業管理者 議 会 議 長 代表監査委員 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

育児休業者数 ５０ １５６ ２ １ ４３８ １８ ６６５

� 部分休業

職員が３歳に満たない子を養育するため、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間を超えない範囲

内で、勤務しないことが認められる制度です。部分休業をしている時間については、給与が減額されます。平成１６年度におけ

る部分休業者数は２人で、いずれも知事部局の職員です。

� 大学院修学休業

公立学校の教員が、大学院や大学の専攻科の課程に在学して、その課程を履修するため、３年を超えない範囲内で休業する

ことが認められる制度です。平成１６年度における休業者数は、１人です。

� 分限及び懲戒処分の状況

ア 分限処分の状況

分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、公務能率の維持を目的としてなされる不利益処分で

あり、その種類は、免職、休職又は降任があります。平成１６年度における分限処分数は、１３６件で、いずれも休職処分です。

任命権者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：件）

区 分 知 事 公営企業管理者 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

休 職 ４６ １０ ６５ １５ １３６
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イ 懲戒処分の状況

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持することを目

的としてなされる不利益処分であり、その種類は、免職、停職、減給又は戒告があります。平成１６年度における懲戒処分数は

、２５件です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：件）

区 分 知 事 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

免 職 ０ １ ３ ４

停 職 １ １ １ ３

減 給 ３ ７ ０ １０

戒 告 ４ ２ ２ ８

合 計 ８ １１ ６ ２５

� 服務の状況

地方公務員法第３０条では、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ

、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体

的に実現するため、同法は、職員に対し、法令及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務上知り得た秘

密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等への従事制限など、服務上の強い制

約を課しています。各任命権者においては、平成１６年度において、以下の措置を講じました。

ア 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長、代表監査委員

� 綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、職員に対し、その徹底を図りました。

通 知 概 要

交通事故等の防止について 交通事故及び交通違反の防止について、注意喚起を行いました。

参議院議員通常選挙における地方公務員の

服務規律の確保について
参議院議員通常選挙における職員の服務規律の確保について周知徹底しました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について

年末、年始を控え、綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底し、県政に対する県民の付託に応え

るため、県民に目線を合わせた県政の推進、利害関係者との会食等の自粛、虚礼の廃止、業務の適

正な執行及び経費の節減、セクシュアル・ハラスメントの防止等について徹底しました。

� 職場におけるセクシュアル・ハラスメントに関する苦情相談への適切かつ効果的な対応の向上と相談の実効性を高めるこ

とを目的として、セクシュアル・ハラスメント相談員を対象に研修を実施しました。

� 愛媛県又は愛媛県職員に対して行われる不当要求行為等に対し、職員の安全及び県行政の適正かつ円滑な執行を確保する

ため、愛媛県として組織的かつ統一的に対応する際の具体的な応対要領等に関する研修会を実施しました。

イ 教育委員会

綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、職員に対し、その徹底を図りました。

通 知 概 要

教職員等の選挙運動の禁止等について 参議院議員通常選挙における教職員の服務規律の確保について周知徹底しました。

参議院議員通常選挙における地方公務員の

服務規律の確保について
参議院議員通常選挙における職員の服務規律の確保について周知徹底しました。

教職員の服務の確保について
他の都道府県において教職員の選挙違反があったことを踏まえ、選挙運動等の非行行為の禁止と服

務規律の一層の徹底を図りました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について

年末、年始を控え、綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底し、教育行政や学校教育に対する県

民や児童生徒の信頼を著しく損ねることのないよう、利害関係者との会食等の自粛、虚礼の廃止、

業務の適正な執行及び経費の節減、セクシュアル・ハラスメントの防止等について徹底しました。

夏季休業中における学校管理の強化及び生

徒指導の充実等について

県立学校教職員に対し、夏季休業期間中における綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底し、学

校に対する県民や生徒の信頼を著しく損ねることのないよう、生徒の目線に合わせた教育の推進、

セクシュアル・ハラスメントの防止等について徹底しました。

愛 媛 県 報平成１７年９月３０日 第１６９８号

９９５



冬季休業中における学校管理の強化及び生

徒指導の充実等について

県立学校教職員に対し、冬季休業期間中における綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底し、学

校に対する県民や生徒の信頼を著しく損ねることのないよう、生徒の目線に合わせた教育の推進、

セクシュアル・ハラスメントの防止等について徹底しました。

ウ 警察本部長

� 綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、職員に対し、その徹底を図りました。

通 知 概 要

貸与品の遺紛失等の防止について
警察官等に貸与する装備品の遺紛失・誤廃棄を防止するため、装備品の保管管理を徹底するよう指

示しました。

第２０回参議院議員通常選挙における職員の

規律の保持について

警察職務の特殊性を認識させ、選挙に関する基本的留意事項を職員に周知徹底し、服務規律の確保

を図りました。

夏季における規律の保持と各種事故防止に

ついて

非違事案の防止、交通事故の防止、殉職・受傷事故の防止、被留置者事故の防止に関する指導教養

を行い、各種事故防止に努めました。

職員の規律の振粛と非違事案の絶無につい

て

非違事案が警察組織全体に及ぼす影響を職員に浸透させ、規律の振粛と非違事案の絶無に努めまし

た。

公用車による交通事故の防止について
交通法規等の交通に関する基本の再確認、事故防止５則の徹底等の指導教養を行い、公用車による

事故防止に努めました。

年末年始における規律の保持と各種事故防

止について

非違事案の防止、交通事故の防止、殉職・受傷事故の防止、適正かつ的確なけん銃使用、被留置者

事故の防止に関する指導教養を行い、各種事故防止に努めました。

人事異動期における規律の保持と各種事故

防止について

非違事案の防止、交通事故の防止、殉職・受傷事故の防止、被留置者事故の防止に関する指導教養

を行い、各種事故防止に努めました。

� 各所属においてセクシュアル・ハラスメント教養を行い、全職員に対してセクシュアル・ハラスメント防止対策の徹底を

図りました。また、セクハラ相談員に対して、各所属で苦情相談対応要領の教養を行いました。

� 研修及び勤務成績の評定の状況

ア 研修の状況

職員の勤務能率の発揮及び増進のため、平成１６年度は、各任命権者において以下のとおり研修を実施しました。

� 知事

ａ 研修所における研修

愛媛県研修所において、教員、警察官を除く各任命権者の職員を対象に、以下のとおり研修を実施しました。

区 分 研修の概要 実施状況

階層別研修
新規採用職員、採用２年目の職員、採用７年目の職員、係長・課長補佐・課長級の新任者、部長・次

長級の現任者を対象に、それぞれの階層に共通に必要とされる知識・技術の習得を目的とする研修

７コース

参加者 ９６０人

専 門 研 修 受講を希望する職員を対象に、条例立案、法人会計等の専門的な知識・技術の習得を目的とする研修
１０コース

参加者 ２０４人

部 局 研 修
新たに税務・生活保護等の業務に従事する職員を対象に、担当する業務に直結する知識・技術の習得

を目的とする研修

６コース

参加者 １３３人

ｂ 派遣研修

広範な専門知識や実務能力等の習得、幅広い視野のかん養を図るため、中央省庁（９人）や自治大学校（２人）、民間企業

等（３人）へ職員を派遣しました。

また、外国における行政制度及び専門技術の調査研究を行わせるために短期の海外派遣（６人）を行ったほか、独立行政法

人日本貿易振興機構（３人）や財団法人自治体国際化協会（１人）に職員を長期派遣し、国際化に対応できる人材の育成に努

めました。

ｃ 職員の自己啓発を促進するため、自主研究グループ（４グループ）の育成を行いました。
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� 公営企業管理者

医療に関する高度な技術や専門知識を習得することにより、県立病院の医療水準の向上を図るため、医師を国内の先進・専

門医療機関（６人）や海外の学会（２人）に派遣しました。

また、看護に関する高度な技術や専門知識を習得することにより、県立病院の看護水準の向上を図るため、看護師に国等の

研修機関が実施する研修を受講させました。（２２人）

� 代表監査委員

監査を行う上で必要とされる専門知識や技術を習得し、その資質の向上を図るため、国の専門機関等が実施する研修を受講

させました。（８人）

� 教育委員会

ａ 教職員としての指導力や資質の向上を図るため、総合教育センター等において、専門的・実践的な研修を以下のとおり実

施しました。

区 分 研修の概要 実施状況

基 礎 研 修
教員の初任者、５年経験者、１０年経験者を対象に、教育公務員特例法により義務付

けられている基礎研修等

〔市町村立学校教職員〕

３コース 参加者 ２８４人

〔県立学校教職員〕

１４コース 参加者 １７５人

職 務 別 研 修
新任の校長、教頭、生徒指導主事等を対象に、校務分掌や職位等に関係する必要な

知識・技能の習得を目的とする義務的研修

〔市町村立学校教職員〕

９コース 参加者 ３，０９６人

〔県立学校教職員〕

１８コース 参加者 １，０７８人

課 題 別 研 修
受講を希望する教職員を対象に、英語指導や情報教育等の高い専門知識・技能の習

得を目的とする研修

〔市町村立学校教職員〕

１４コース 参加者 １，５５３人

〔県立学校教職員〕

５コース 参加者 ９６１人

ｂ 教職員としての指導力や資質向上を目的として、国内の研修機関等や大学院等の教育機関への派遣及び海外派遣について

、以下のとおり実施しました。

区 分 研修の概要 実施状況

国 内 派 遣
多様な研修の確保の観点から、教職員の自己研修の奨励と学習指導力の向上を

目的として、職員派遣研修を実施した。

〔市町村立学校教職員〕

独立行政法人教員研修センター等４６人

〔県立学校教職員〕

独立行政法人教員研修センター等６８人

大学院等派遣
高度で広範囲な課題に対応する資質を養うことを目的として、国立大学大学院

等へ派遣した。

〔市町村立学校教職員〕

愛媛大学大学院等 １４人

〔県立学校教職員〕

愛媛大学大学院等 ８人

海 外 派 遣
教職員に諸外国の教育、文化の実情を理解させ、国際的視野に立った識見を深

めることを目的として、海外へ派遣した。

〔市町村立学校教職員〕

アメリカ合衆国等 １３人

〔県立学校教職員〕

アメリカ合衆国 １１人

� 警察本部長

警察教養規則により、警察職員１人１人が、警察法の精神にのっとり、民主警察の本質と警察の責務とを自覚し、職務に係

る倫理を保持し、適正に職務を遂行する能力を修得することを目的に、道府県警察学校等において警察教養を行うこととされ

ています。愛媛県警察学校においては、平成１６年度は、採用時教養（７期１９６人）、昇任時教養（２期４８人）、専科（４１期５

３１人）の警察教養を行いました。

また、警察職員として必要な知識及び技能等を習得させるため、警察庁が設置する管区警察学校（１８３人）、警察大学校（

９９人）及び法科学研修所（７人）で警察教養を行いました。

愛 媛 県 報平成１７年９月３０日 第１６９８号

９９７



イ 勤務成績の評定の状況

� 定期人事考課

ａ 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長、代表監査委員、教育委員会（事務局職員）

課長級以下の一般職の職員を対象に、平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの期間の勤務状況について、勤務評定を

行いました。勤務評定は、評定を受ける職員の直近上位の職位となる管理職職員が評定者として、職員の能力、執務態度及び

業績等の評価を行い、評定者の直近上位の職位となる管理職職員が調整者として、評価結果の調整を行います。評定結果は、

人事異動、昇任及び昇給等において活用しました。

また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望並びに勤務状況についての自己評価及び現在の仕事についての成果等を

申告する自己申告書を職員に提出させ、人事異動において活用しています。

ｂ 教育委員会（市町村立学校教職員）

平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、校長の評定

は市町村教育長が評定者として、その他の教職員の評定は校長が評定者として、教職員の能力、執務態度及び業績等の評価を

行い、市町村教育長が調整者として、評価結果の調整を行います。評定結果は、人事異動、昇任及び昇給等において活用しま

した。

また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望を教職員に提出させ、人事異動において活用しています。

ｃ 教育委員会（県立学校教職員）

平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、校長の評定

は愛媛県教育長が評定者として、その他の教職員の評定は校長が評定者として、教職員の能力、執務態度及び業績等の評価を

行い、愛媛県教育長が調整者として、評定結果の調整を行います。評定結果は、人事異動、昇任及び昇給等において活用しま

した。

また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望を教職員に提出させ、人事異動において活用しています。

ｄ 警察本部長

平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、上席係長以

上の警察官又は課長補佐以上の一般職員が一次・二次の評定者として、職員の能力、執務態度及び業績等の評価を行い、評定

者の直近上位の職位となる管理職職員が調整者として、評定結果の調整を行います。調整結果は、調整者の上位の職位にある

確認者に提出し、確認者は、評定が不適当であると認められたときは、調整者に評定結果を再調整させます。評定結果は、人

事異動、昇任及び昇給等において活用しました。

また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望並びに勤務状況についての自己評価及び設定した目標の達成度をみる評

価等を職員に提出させ、人事異動において活用しています。

� 特別人事考課

ａ 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長、代表監査委員、教育委員会（事務局職員）

条件附採用期間中の職員を対象に、採用の日から５か月を経過した日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行い、所

属長（部長、病院長等）が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定におい

て活用しました。

ｂ 教育委員会（市町村立学校教職員及び県立学校教職員）

条件附採用期間中の教職員を対象に、採用の日から５か月（教員は１０か月）を経過した日までの期間の勤務状況について、

勤務評定を行い、校長が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定において

活用しました。

なお、県立学校の教員については、平成１６年度の特別人事考課から、教員として求められる資質である社会性、コミュニケ

ーション能力、職務に対する意欲等について校長が評価し、教育委員会に報告することとしています。

ｃ 警察本部長

条件附採用期間中の職員を対象に、条件附採用期間終了直前までの期間の勤務状況について、勤務評定を行い、評定者、調

整者及び確認者が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定において活用し

ました。
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� 福祉及び利益の保護の状況

ア 厚生福利制度の状況

職員の心身の健康の保持及び公務能率を増進させるため、任命権者、地方公務員等共済組合法に基づき設置される共済組合

、地方公務員法第４２条の趣旨に沿って職員が任意で設置する互助会において、職員の厚生福利事業を実施しています。

� 職員の健康保持、疾病予防対策

職員の健康保持の増進と疾病予防のため、労働安全衛生法等に基づき、各種健康診断、メンタルヘルス対策、健康相談及び

健康教育等を実施しています。平成１６年度に実施した主な事業は、以下のとおりです。

ａ 健康診断

区 分 概 要

知 事 等
一般定期健康診断、特別定期健康診断、ＶＤＴ作業従事者検診、がん検診等を行いました。また、共済組合と共同で胃検診を

、共済組合及び互助会と共同で人間ドックを、それぞれ行いました。

教育委員会

一般定期健康診断、特別定期健康診断、ＶＤＴ作業従事者検診、がん検診等を行いました。また、共済組合と共同で胃検診を

、共済組合及び互助会と共同で短期人間ドックを、それぞれ行いました。更に、共済組合において脳ドックが、共済組合と互

助会の共同により１日ドックが、それぞれ行われました。

警察本部長
一般定期健康診断、特別定期健康診断、ＶＤＴ作業従事者検診、がん検診、健康度測定等を行いました。また、共済組合と共

同で人間ドックを行いました。

注 知事等とは、任命権者のうち、教育委員会及び警察本部長を除くものをいいます（以下同じ。）。

ｂ メンタルヘルス対策

区 分 概 要

知 事 等
健康相談室による相談及びメンタルヘルスセミナーを行いました。また、共済組合と共同で外部専門機関による相談事業を行

いました。更に、共済組合においてストレスチェックが行われました。

教育委員会
外部専門機関による相談事業を行いました。また、共済組合において面接相談が、共済組合と互助会の共同によりメンタルヘ

ルスセミナー及びストレスチェックが、それぞれ行われました。

警察本部長 共済組合において、生活相談、メンタルヘルスセミナー及びストレスチェックが行われました。

ｃ 健康相談・健康教育

区 分 概 要

知 事 等
健康相談室の設置・相談、健診事後指導、禁煙サポート、健康講座等を行いました。また、共済組合において、電話相談等が

行われました。

教育委員会 共済組合において、健康づくりセミナーや一日介護講座、電話相談等が行われました。

警察本部長
健康相談室の設置・相談、健診事後指導等を行いました。また、共済組合において、健康教室、健康管理器具の設置等が、共

済組合と互助会において、禁煙サポート事業が、それぞれ行われました。

� 安全衛生

労働安全衛生法等に基づき、安全衛生委員会の設置、産業医及び衛生管理者等の配置を行い、快適な職場環境の実現と職場

における職員の安全を確保するための安全衛生管理体制を整備しています。

区 分 委員会名 設置数

総括安全衛生委員会 １

知 事 等 安 全 衛 生 委 員 会 １０

衛 生 委 員 会 ２８

教 育 委 員 会 衛 生 委 員 会 ９０

警 察 本 部 長 衛 生 委 員 会 １
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� その他

職員の厚生福利事業を進めるため、元気回復事業等を実施しています。平成１６年度に実施した主な事業は、以下のとおりで

す。

ａ 元気回復事業等

区 分 概 要

知 事 等

ボランティア活動の支援、職員広報誌等の発行等を行うとともに、図書室や職員運動場を設置しています。また、共済組合及

び互助会と共同で、ライフプランの支援事業を行いました。更に、共済組合において、プール、山の家の助成、保養所の設置

等が、互助会において、サークルへの活動助成、カフェテリアプラン（選択型福利厚生事業）等が、それぞれ行われました。

教育委員会
共済組合及び互助会と共同でライフプランの支援事業を行いました。また、共済組合において、保養所の設置、福利概要冊子

発行等が、互助会において、福祉相談、福利厚生事務等研究助成等が、それぞれ行われました。

警察本部長
ライフプランの支援事業を行いました。また、共済組合において、宿泊助成が、互助会において、トレーニング機器整備、カ

フェテリアプラン（選択型福利厚生事業）等が、それぞれ行われました。

ｂ 給付事業

� 共済組合による給付

地方公務員等共済組合法に基づき、組合員等の病気、出産、死亡、休業等に関し、相互救済を図るため、法定給付として、

保健給付、休業給付及び災害給付が行われるとともに、法定給付に付加して給付する附加給付が行われています。

� 互助会による給付

互助会により、会員等の病気、出産、死亡等に関し、相互救済を図るための給付が行われています。

区 分 主な給付事業

知 事 等 医療補助金、死亡弔慰金、結婚祝金、出産祝金等

教育委員会 療養費補助金、死亡弔慰金、結婚祝金、出産祝金等

警察本部長 死亡弔慰金、結婚祝金、出産祝金、入学祝金等

ｃ 職員住宅（独身寮）保有状況

職員が安心して赴任し職務に専念できるよう、厚生福利施設として職員住宅等を設置しています。任命権者別の設置状況は

、以下のとおりです。

（単位：戸）

区 分 知 事 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長

保 有 戸 数 ４４０ ５３０ ７６

ｄ 互助会への助成

互助会の円滑な運営を図るため、互助会に対し助成を行っています。平成１６年度決算における県の助成状況等は、以下のと

おりです。

区 分 知 事 等 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長

会 員 数 ６，６４５人 １４，０１３人 ２，９６４人

会員掛金 （Ａ） １８０，９４０千円 ４１０，１３６千円 ８７，４８７千円

県補助金 （Ｂ） ５８，１２８千円 ９２，０２６千円 ２４，９９４千円

負担割合（Ａ：Ｂ） １：０．３２ １：０．２２ １：０．２９
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イ 公務災害補償の状況

公務上の災害又は通勤による災害に対する補償等については、地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員災害補償基金愛

媛県支部が実施しています。平成１６年度に発生した公務災害・通勤災害の認定件数は、１２４件です。任命権者別の内訳は、以

下のとおりです。

（単位：件）

区 分 知 事 公営企業管理者 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

公 務 災 害 ８ ２９ １４ ６５ １１６

通 勤 災 害 ２ ３ １ ２ ８

合 計 １０ ３２ １５ ６７ １２４

ウ 勤務条件に関する措置の要求の状況

職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、愛媛県人事委員会（以下「人事委員会」という。）に対して、地方公共

団体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができることとされています。平成１６年度においては、「２

人事委員会の業務の状況」の�のとおり、人事委員会に対して措置の要求が行われています。

エ 不利益処分に関する不服申立ての状況

職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、人事委員会に対して、不服申立てをするこ

とができることとされています。平成１６年度においては、「２ 人事委員会の業務の状況」の�のとおり、人事委員会に対し
て不服申立てが行われています。

２ 人事委員会の業務の状況

� 競争試験及び選考の状況

職員の任用は、地方公務員法並びに職員の採用及び昇任に関する規則、任用候補者名簿の作成及びこれによる職員の任用に

関する規則等を基本法規として運用されていますが、その主旨とするところは、職を中心として成績主義による公正な任用が

行われるところにあります。

人事委員会は、職員の採用候補者試験の実施、任用候補者名簿の作成、採用・昇任選考の実施等、任用制度全般を通じて成

績主義の原則が貫かれるよう努力しています。

ア 採用候補者試験の実施状況

平成１６年度に実施した採用候補者試験は、以下のとおりです。

� 採用候補者試験実施状況

試験の名称 受験資格（平成１６年４月１日現在） 受付期間
試験実施

年 月 日

愛媛県職員採用候補者（上級）試験 ・年齢２１歳以上２９歳未満の者

・年齢２１歳未満の者で、大学卒業者又は大学卒業見込者

資格免許を必要とする職は、上記の者で、当該資格・免

許を有する者又は取得する見込みの者

Ｈ１６．５．１７

～

Ｈ１６．６．４

〔第１次〕

Ｈ１６．６．２７

〔第２次〕

Ｈ１６．７．２６

～

Ｈ１６．７．２９
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愛媛県警察官（男性）（大学卒）採用候補者試

験

年齢１７歳以上３０歳未満の男子で、大学卒業者又は平成１７

年３月末日までに卒業見込みの者

Ｈ１６．４．５

～

Ｈ１６．４．２８

〔第１次〕

Ｈ１６．５．１６

〔第２次〕

Ｈ１６．６．１８

Ｈ１６．６．２１

～

Ｈ１６．６．２３

愛媛県警察官（男性）（大学卒特別募集）採用

候補者試験

年齢１８歳以上３０歳未満の男子で、大学卒業者又は平成１６

年９月末日までに卒業見込みの者のうち、平成１６年１０月１

日の採用に応じられる者

愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者試

験

年齢１７歳以上３０歳未満の女子で、大学卒業者又は平成１７

年３月末日までに卒業見込みの者

愛媛県警察官（女性）（大学卒特別募集）採用

候補者試験

年齢１８歳以上３０歳未満の女子で、大学卒業者又は平成１６

年９月末日までに卒業見込みの者のうち、平成１６年１０月１

日の採用に応じられる者

愛媛県職員採用候補者（初級）試験 年齢１７歳以上２１歳未満の者

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く。）

Ｈ１６．８．６

～

Ｈ１６．９．３

〔第１次〕

Ｈ１６．９．２６

〔第２次〕

Ｈ１６．１０．２５

～

Ｈ１６．１０．２７

愛媛県職員採用候補者（資格

免許職）試験

大学卒程度 ・年齢２１歳以上２９歳未満の者

・年齢２１歳未満の者で、大学卒業者又は大学卒業見込者

上記の者で、当該資格・免許を有する者又は取得する見

込みの者

短大卒程度 年齢１９（２０）歳以上２７歳未満の者で、当該資格・免許を

有する者又は取得する見込みの者

愛媛県少年補導職員採用候補者試験 ・年齢２１歳以上３５歳未満の者

・年齢２１歳未満の者で大学（短大を除く）を卒業した者又

は平成１７年３月末日までに大学卒業見込みの者

上記の者で、次のいずれかに該当する者

・教員免許を有する者又は取得見込みの者

・大学（短大含む）で児童心理学等を修学した者又は修学

見込みの者

Ｈ１６．８．６

～

Ｈ１６．９．３

〔第１次〕

Ｈ１６．９．２６

〔第２次〕

Ｈ１６．１０．２５

～

Ｈ１６．１０．２６

愛媛県警察官（男性）（高校卒程度）採用候補

者試験

年齢１７歳以上３０歳未満の男子

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く。）

Ｈ１６．８．１９

～

Ｈ１６．９．１０

〔第１次〕

Ｈ１６．１０．１０

〔第２次〕

Ｈ１６．１１．８

～

Ｈ１６．１１．９

愛媛県警察官（女性）（高校卒程度）採用候補

者試験

年齢１７歳以上３０歳未満の女子

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く。）

� 採用候補者試験受験状況

ａ 愛媛県職員採用候補者（上級）試験 （単位：人）

試験区分 申込者数 受験者数 第１次合格者数 第２次受験者数 第２次合格者数 競争倍率

行 政 事 務 ８８９ ６８３ ４２ ３７ ２０ ３４．２倍

学 校 事 務 １４２ １１５ ６ ６ ４ ２８．８倍

警 察 事 務 １２４ ９６ １５ １４ ６ １６．０倍

土 木 ９５ ６６ ７ ５ ３ ２２．０倍

農 業 ３０ ２４ ２ ２ １ ２４．０倍

鑑 識 （ 電 気 工 学 ） ２２ １３ ３ ３ ２ ６．５倍

薬 剤 師 ２０ １８ ３ ３ １ １８．０倍

心 理 判 定 員 ２５ ２１ ３ ２ １ ２１．０倍

合 計 １，３４７ １，０３６ ８１ ７２ ３８ ２７．３倍
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ｂ 愛媛県警察官（男性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験 （単位：人）

試験区分 申込者数 受験者数 第１次合格者数 第２次受験者数 第２次合格者数 競争倍率

警察官（男性）（大学卒） ５２３ ４７９ １２３ １１１ ６９ ６．９倍

警察官（男性）（大学卒特別募集） １８６ １６２ ５４ ５３ ２６ ６．２倍

合 計 ７０９ ６４１ １７７ １６４ ９５ ６．７倍

ｃ 愛媛県警察官（女性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験 （単位：人）

試験区分 申込者数 受験者数 第１次合格者数 第２次受験者数 第２次合格者数 競争倍率

警察官（女性）（大学卒） １５０ １３２ ２４ １９ ９ １４．７倍

警察官（女性）（大学卒特別募集） ４３ ３９ ６ ５ ３ １３．０倍

合 計 １９３ １７１ ３０ ２４ １２ １４．３倍

ｄ 愛媛県職員採用候補者（初級）試験 （単位：人）

試験区分 申込者数 受験者数 第１次合格者数 第２次受験者数 第２次合格者数 競争倍率

行 政 事 務 ７８ ７３ ４ ４ ２ ３６．５倍

学 校 事 務 ３９ ３０ ３ ３ １ ３０．０倍

警 察 事 務 ９８ ９０ ６ ６ ５ １８．０倍

合 計 ２１５ １９３ １３ １３ ８ ２４．１倍

ｅ 愛媛県職員採用候補者（資格免許職）試験 （単位：人）

試験区分 申込者数 受験者数 第１次合格者数 第２次受験者数 第２次合格者数 競争倍率

大学卒程度 学校栄養士 ６１ ５１ １０ １０ ５ １０．２倍

短大卒程度
保 育 士 ２７ １８ ４ ４ １ １８．０倍

歯科衛生士 １１ １１ ３ ３ １ １１．０倍

合 計 ９９ ８０ １７ １７ ７ １１．４倍

ｆ 愛媛県少年補導職員採用候補者試験 （単位：人）

試験区分 申込者数 受験者数 第１次合格者数 第２次受験者数 第２次合格者数 競争倍率

少 年 補 導 職 員 ３９ ２８ ３ ３ ２ １４．０倍

ｇ 愛媛県警察官（男性）（高校卒程度）採用候補者試験 （単位：人）

試験区分 申込者数 受験者数 第１次合格者数 第２次受験者数 第２次合格者数 競争倍率

警察官（男性）（高校卒程度） ３９６ ３２７ ６２ ６０ ３４ ９．６倍

ｈ 愛媛県警察官（女性）（高校卒程度）採用候補者試験 （単位：人）

試験区分 申込者数 受験者数 第１次合格者数 第２次受験者数 第２次合格者数 競争倍率

警察官（女性）（高校卒程度） ９１ ７４ ７ ７ ４ １８．５倍
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イ 選考の実施状況

職員の採用・昇任については、特殊な職その他について、人事委員会の行う選考によることが認められています。平成１６年

度に実施した採用選考・昇任選考の状況は、以下のとおりです。

� 採用選考 （単位：人）

職群 級 代表的な職 知 事 公営企業管理者 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

１ 主 事 ・ 技 師 １ １

２ 主 事 ・ 技 師 １ １

３ 主 事 ・ 技 師 １ １ ２

４ 主 査 １ １ ２

５ 係 長 ２ １ ３

行 政 職 ６ 専 門 員 １１ １１

７ 課 長 補 佐 １３ １ １４

８ 本 庁 課 長 １ ３ １ ５

９ 参 事 ２ ２

１０ 本 庁 局 長 ０

１１ 本 庁 部 長 ０

１ 巡 査 ５ ５

２ 一 種 主 任 ５ ５

３ 一 種 係 長 １ １

４ 二 種 係 長 ２ ２

公 安 職
５ 課 長 補 佐 ０

６ 専 任 課 長 補 佐 ３ ３

７ 本 部 課 次 長 ４ ４

８ 本 部 課 長 ３ ３

９ 部 長 ０

１０ 部 長 １ １

１ 研 究 員 ０

２ 主 任 研 究 員 ０

研 究 職 ３ 主 任 研 究 員 １２ １２

４ 主 席 研 究 員 ２ ２

５ 機 関 の 長 １ １

１ 技 師 ５ １４ １９

２ 係 長 ・ 医 長 １７ １７

医療職（一） ３ 保健所課長・病院部長 ４ ４

４ 本 庁 課 長 ・ 副 院 長 ３ ３

５ 医 監 ２ １ ３

１ 技 師 ４ ４

２ 技 師 ５ １ ６

３ 主 査 ０

医療職（二） ４ 係 長 ０

５ 専 門 員 ０

６ 地 方 機 関 の 課 長 ０

７ 薬 剤 部 長 ０
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１ 技 師 ０

２ 技 師 １ ４８ ４９

３ 主 査 １ １

医療職（三） ４ 主 任 ０

５ 専 門 員 ０

６ 副 看 護 部 長 ０

７ 看 護 部 長 ０

技 能 労 務 職 １ １

合 計 ２０ ９３ ４５ ２９ １８７

� 昇任選考 （単位：人）

職群 級 代表的な職 知 事 公営企業管理者 人事委員会 議 会 議 長 代表監査委員 教育委員会 警察本部長 合 計

５ 係 長 １１２ ７ １ １ ３６ １０ １６７

６ 専 門 員 １１５ ６ ２ １２ ５ １４０

７ 課 長 補 佐 １２０ ５ １ ３６ ３ １６５

行 政 職 ８ 本 庁 課 長 ７１ ５ １ ２３ ６ １０６

９ 参 事 ４２ １ ２ １ ４６

１０ 本 庁 局 長 １４ ２ １ １７

１１ 本 庁 部 長 ２ １ ３

２ 一 種 主 任 ０

３ 一 種 係 長 ８ ８

４ 二 種 係 長 １７ １７

５ 課 長 補 佐 ４１ ４１

公 安 職 ６ 専 任 課 長 補 佐 ６７ ６７

７ 本 部 課 次 長 １９ １９

８ 本 部 課 長 ２７ ２７

９ 部 長 １０ １０

１０ 部 長 ５ ５

２ 主 任 研 究 員 １３ １３

研 究 職
３ 主 任 研 究 員 １０ １０

４ 主 席 研 究 員 ４ ４

５ 機 関 の 長 ２ １ ３

２ 係 長 ・ 医 長 １ ３ ４

医療職（一）
３ 保健所課長・病院部長 ８ ８

４ 本庁課長・副院長 ７ ７

５ 医 監 １ １２ １３

４ 係 長 ９ ５ １ １５

医療職（二）
５ 専 門 員 ６ ６ １２

６ 地 方 機 関 の 課 長 ７ ４ ３ １４

７ 薬 剤 部 長 ５ １ ６

４ 主 任 １０ ７７ ８７

医療職（三）
５ 専 門 員 ７ ５１ ５８

６ 副 看 護 部 長 ０

７ 看 護 部 長 ０

合 計 ５５１ １９９ ２ ５ １ １１５ ２１９ １，０９２
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� 警察官階級昇任選考

（単位：人）

階 級 昇任者数

警 視 １４

警 部 補 ９

巡 査 部 長 １５

合 計 ３８

� 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

ア 報告及び勧告の日及びその相手方

報 告 及 び 勧 告 の 日 平成１６年１０月８日

報 告 及 び 勧 告 の 相 手 方 議会議長及び知事

イ 報告及び勧告の概要

� 公民較差

本年４月分の県内の民間給与と県職員給与とを比較したところ、県職員給与が民間給与を２６円（０．０１％）上回っている。

民間給与 （Ａ） ３９５，３８５円

県職員給与 （Ｂ） ３９５，４１１円

較差（Ａ－Ｂ） （Ｃ） △２６円（△０．０１％）

� 県職員の給与改定

ａ 給料表

公民較差が小さいことから改定を行わないが、大学教育職員給料表については、国に準じて適用する職務がない１級を削除

する。

ｂ 諸手当

民間事業所の支給状況と概ね均衡していることから、改定を行わない。

ｃ 実施時期

この勧告を実施するための条例の公布の日

� 給与改定以外の内容

報告の「むすび」において、今後の給与制度及び公務運営に関する課題について、次のとおり報告している。

ａ 今後の給与制度について

人事院は、報告において「給与構造の基本的見直し」について具体的検討項目を提示した。今後、本県においても必要な見

直しを進めるためには、国における検討状況を引き続き注視するとともに、民間や他の都道府県の動向も踏まえながら検討し

ていく必要がある。

ｂ 公務運営に関する課題について

� 職員の勤務時間等について

・職員の健康保持及び家庭生活への配慮並びに公務能率向上のため、引き続き、総実勤務時間の全庁的な縮減に取り組んで

いく必要がある。

・年次有給休暇については、週休日等とのまとめ取りや計画的・連続的使用を促進するとともに、取得しやすい職場環境の

整備に引き続き取り組む必要がある。

・職業生活と家庭生活の両立を更に支援する方策を検討するとともに、これまでの各種両立支援制度を適切かつ有効に活用

できるよう職場環境の整備に取り組む必要がある。

・多様な勤務形態の導入について、国の検討状況を踏まえながら引き続き検討していく必要がある。

� 職員の健康管理について

・職務が複雑・高度化する中、引き続き、メンタルヘルス対策をはじめとする職員の心身の健康管理対策の充実とともに、

執務環境の向上等快適な職場づくりに努める必要がある。

� セクシュアル・ハラスメントの防止について
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労働委員会告示

�愛媛県労働委員会告示第３号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示す

る。

平成１７年９月３０日

愛媛県労働委員会

会 長 白 石 喜 �

・職員の利益の保護及び職務の能率の発揮の観点から、今後とも良好な職場環境づくりに努めていく必要がある。

� 女性職員の登用等の促進について

・女性職員の職域の拡大や登用等に、引き続き、総合的かつ計画的に取り組む必要がある。

� 修学部分休業制度及び高齢者部分休業制度について

・法律改正により設けられた修学部分休業制度及び高齢者部分休業制度については、公務能率の増進を図り住民サービスの

向上に資する観点や就業意識の多様化等を踏まえ、導入について検討していく必要がある。

� 任期付採用の対象拡大及び任期付短時間勤務職員の採用制度の導入について

・法律改正により設けられた新たな一般職の任期付採用及び任期付短時間勤務職員採用制度については、高度化・多様化す

る住民の行政ニーズに的確かつ効率的に対応する必要性等を踏まえ、導入について検討していく必要がある。

� 職員の能力開発の機会拡充等について

・今後とも地方分権の進展に対応した高度で実践的な行政能力を備えた人材育成に努めるとともに、長期的かつ総合的な観

点から効果的な人材育成に取り組んでいく必要がある。

� 苦情相談について

・法律改正により人事委員会の所掌事務に加えられた職員の苦情の処理に関する事務については、制度創設の趣旨を踏まえ

、相談体制等の整備について検討を進めていくこととしている。

� 国の公務員制度改革について

・国において検討が進められている公務員制度改革については、引き続き、その検討状況を注視していく必要がある。

� 勤務条件に関する措置の要求の状況

平成１６年度における人事委員会への措置要求の状況（県分）は、以下のとおりです。 （単位：件）

主な内容 平成１５年度末の係属件数 平成１６年度中の要求件数 平成１６年度中の終結件数 平成１７年度への繰越件数

給 与 ０ ０ ０ ０

旅 費 １ ０ １ ０

勤 務 時 間 １ ０ １ ０

休 暇 ０ ０ ０ ０

そ の 他 ０ ０ ０ ０

合 計 ２ ０ ２ ０

� 不利益処分に関する不服申立ての状況

平成１６年度における人事委員会への不服申立ての状況（県分）は、以下のとおりです。 （単位：件）

主な内容 平成１５年度末の係属件数 平成１６年度中の申立件数 平成１６年度中の終結件数 平成１７年度への繰越件数

分 限 処 分 ０ ０ ０ ０

懲 戒 処 分 ０ ２ １ １

転任処分・その他 ０ １ ０ １

合 計 ０ ３ １ ２
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

愛媛県労働委員会あっせん員候補者名簿

氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 委嘱年月日

白 石 喜 � 愛媛県労働委員会会長
弁護士 ２６～３７期 平成１７年８月２６日

山 下 泰 史 愛媛県労働委員会会長代理
弁護士 ３４～３７期 〃

宇都宮 純 一 愛媛県労働委員会委員
愛媛大学法文学部教授 ３５～３７期 〃

青 山 保 子 愛媛県労働委員会委員
社会保険労務士 ３６～３７期 〃

桐 木 陽 子 愛媛県労働委員会委員
松山東雲短期大学助教授 ３７期 〃

松 本 修 次
愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長
全国一般労組愛媛地方本部書記長

３０～３７期 〃

黒 田 米 市
愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長
伊予鉄労組執行委員長

３６～３７期 〃

内 堀 良 雄
愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長
ＵＩゼンセン同盟愛媛県支部長

３６～３７期 〃

木 原 忠 幸
愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長
住友重機労組連合会愛媛地方本部執行委員長

３６～３７期 〃

安 藤 伸 子
愛媛県労働委員会委員
連合愛媛女性委員会副事務局長
連合愛媛主任書記

３７期 〃

渡 邉 一 志 愛媛県労働委員会委員
今治産業交通（株）代表取締役社長 ３３～３７期 〃

西 村 洋 愛媛県労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ３６～３７期 〃

奈 須 孝 行 愛媛県労働委員会委員
住友重機械工業（株）愛媛製造所長 ３７期 〃

� � 了 愛媛県労働委員会委員
宇和島自動車（株）代表取締役社長 ３７期 〃

仙 波 誉 子 愛媛県労働委員会委員
（株）岩本商会代表取締役社長 ３７期 〃

高 橋 敬 子 愛媛県労働委員会事務局長 平成１６年４月１日

原 正 行 愛媛県労働委員会事務局次長 平成１７年４月１日

渡 部 豊 隆 愛媛県労働委員会事務局審査調整課長 〃
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